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第 1章緒論

1. 1 研究の目的

本研究の目的は、圧力計測に対する近年の産業界の高度な要求に対応するため、

日本における微小圧力から大気圧力にわたる 1Paから 120kPaの範囲の圧力計測標

準を確立することにある。 1kPaから 120kPaの範囲については従来技術を発展さ

せてより高精度化した標準を開発する。 1kPa以下の微小圧力については従来確立

されていなかった一次標準の確立を初め関連する圧力計測の周辺技術も併せて開発

する。

1. 2 研究の背景(産業界の新たな要求)

一般に、全ての圧力範囲で圧力計測器の性能とその要求精度は向上している。そ

の原因は従来の産業分野においては省エネルギーのための工程管理の高度化・徽密

化であり、半導体産業などの新産業技術分野においては其空及び微小圧力関連技術

の急速な発展である。その中で本研究では、圧力計測全般の基礎となる大気圧領域

の計測標準の高精度化から始め、更に、大気圧力以下の低圧力に焦点を合わせて進

めている。その理由は、後述するようにこの低圧力を利用する技術が高圧力と比較

して発展途上の若い伎術分野であり、その原動力となる新たな計測技術の開発と標

準の確立が強く要求されていたからである。

産業の従来分野で圧力の計測と制御を必要とする ところについて見る。エネルギ

一関連分野では、発電における高圧蒸気タービンの効率的運転等のために圧力の計

測制御は重要である。流体輸送 ・貯蔵関連分野では、パイプラインやタンク等にお

ける流体量測定に用いられる。石油精製等の化学プラント関連では、流量制御や反

応環境制御に用いられる。また、圧力プレス等の油空圧機械関連分野では、圧力伎

術は歴史的に主要な部分を占めている。これら分野では、省エネルギー及びコスト

削減の要求が近年特に著しく、そのためにより正確かつ杓密な計測 .llilJiI1J技術が要

求されており、その需要に応えて高機能 ・ 向精度を主張する圧力伝送w.~や圧力セン

サが多数開発されている。&近では、 0.1%以下の村度、 10:1のレンジアピリティ

を持つ伝送採が市場に出てきており、その製品管理のためには 0.01%以下の圧力標

準探の設備が各製造者及び使用管理者にとっての責務となっている。これは、従来

は実験室レベルで行われていた精密計測が産業の現場に入って来たことを意味し、

その現易標準の信頼性を確保するために、標準研究所の計測標準に対する要求はよ
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り高精度かつ高度になってきている。

本研究は、先ずこれら従来分野の圧力標準の基礎となり、 Eをも高精度を得られる、

大気圧計百目標潜の高精度化と高機能化を対象としている。具体的には 1kPaから 12

OkPaをカバーする新型の光波干渉式圧力計の開発に関するものである。

一般に圧力計測の主たる用途は、タンク内等の圧力場のゲージ圧 ・絶対圧計測と

差圧式流量計等のための差圧計測に分けられる。省エネルギーの観点、から、反応圧

力場はより高圧化し、圧力損失としての差圧はより低圧化する傾向を持つ。そのた

め、圧力計測の範囲は高低両方向に常に拡大している。計測技術的に見ると困難な

問題は低圧側の方が大きい。その理由は、 1kPa以下の微小圧力分野は従来未開拓

であったため、使用に耐える有効な技術や標準機器が開発されていなかったからで

ある。

従来の産業分野に加えて、近年、半導体製造技術の進歩に伴い、真空・微小圧力

の精密計測に対する要求が、強くなってきている。製造過程で用いられる気相蒸着

やエッチング技術では、反応場や反応ガス流の精密な制御が必要であり、そのため

に微小圧力の正確な計測が不可欠である。かつては、真空技術では'真空度'とい

う言葉で表されていたように、計百IIJ精度は良くて精々数十%程度であったが、半導

体製造分野では、%以下の高精度管理を実現できる各種計測・制御技術が必要であ

る。現にその要求に応えられるような計測器が製造・使用されている。更に集積度

の高い複雑な素子を製造するためには、より徹密な製造技術を必要とし、結果とし

てより高精度の計測lシステムが常に要求されている。また、その圧力範囲は従来の

真空標準の確立されていた 1.3x 10 -2 Paから 0.3Pa、精度 2%の範囲を越えて上

は約 1kPaまで鉱大している。他方、半導体製造技術で欠かせないクリーンノレーム

の管理にも 100Pa以下の微小差圧の計測制御が必要伎術となっている。

本研究は、次いでこれら新技術分野に応えられるような 1Paから 1kPaまでの

高精度の計測を実現するための、新たな計測標準となるべき基礎技術を対象として

いる。具体的には、筆者の考案になる作動ピストン式微小差圧計、及び遠心式一定

微小差圧発生装伎の発明開発、更に、次世代の低圧力標準となるべきレーザ干渉式

油U字管マノメータの開発である。

1. 3 従来の技術及ぴその問題点

図 1-1を用いて説明する。圧力標酵の不確かさ(制度)と産業界の必要とする

計測精度との関係を圧力範囲にわたって図示したものである。圧力標準の基本は、

大気圧領域をカバーする水銀U字管式圧力言|ーである。従来、標準として使用されて

いたのは、光波干渉式標準気圧計(2号機)であり、測定範囲 1kPaから 120kPa 

までのその高圧部において是高の精度約 7ppmを達成していた。この気圧計は、
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約 35年前に計量研究所で世界に先駆けて開発実用化した歴史を持ち、水銀函の検

出に白色光の7 イケノレソン干渉計を適用することにより 当時としては画期的な高精

度を実現した。その後、世界各国の標準研究所で研究開発が進み、それぞれ光学的、

電気的または音響的な検出方法による高精度の水銀U字管圧力計を次々に開発整備

した1¥その中でも優れたものは 2ppmから 3ppmの不確かさを主張しており、光

波干渉式標準気圧計の標準の不確かさ及び機能が相対的に劣って来ていた。この問

題点、を解決するためには、新しい技術を導入するとともに、液面位置の検出光学系

における各種の誤差要因を減少する努力が必要である。 しかし、特に、水銀面を反

射鏡とする限り、屈折率の計算補正に伴う不確かさは避けがたいものと考えられて

いた。本研究では、この困難な問題を解決すると伴に各部分に改良を加えてその不

確かさと機能の大幅な改善を試みる。

図 1-1にも明らかなように、圧力の計測標準の技術状況は、光波干渉式気圧計

の 100kPaを境として高圧側 と低圧倒jで異なる。高圧側の標準は複数の重錘型圧力

標準機群によって構成され、大気圧から 2GPa (2万気圧)の超高圧力まで整備さ

れている。これら標潜擦の不確かさは、光波干渉式標準気圧計を基にしている。最

低圧力範囲の重錘型圧力標準器は光波干渉式標準気圧計によって校正され、高圧側

に外挿することにより、更に次の圧力範囲の重錘型圧力標準器を校正する基準とな

る。この様に順次校正と外挿を繰り返 して圧力範囲を拡張していく 。これらの重錘

型圧力標準器群により高圧領域の圧力標準が形づくられ、従来から産業界の要求に

応えてきた。現在のところ超高圧領域を除いて産業界の要求精度と標準との聞には

まだ余裕がある。

1∞kPaより低圧側の標準について見ると、光波干渉式標準気圧計以外には、 1.3 

x 10 -， Paから 0.3Paを精度:t3%でカバーする電子技術総合研究所の標準7 ク

ラウド真空計があるだけである。従来は、約 1kPa以下の圧力については産業的に

利用されることが少なく、計測に対する要求精度も低かったことから、実用的な管

理伎術が無く、標準も不十分であった。現実に、図 1ー 1に示されているように、

0.3 Paから光波干渉式標準気圧計がどうにか使用できる 100Pa付近までは標準と呼

べるものはなかった。この領峻は、従来は日本工業規絡]IS287切 「真空計校正方

法」に示された術造条件に従って制作、保作される校正用基準7 クラウドJ'j;空百十に

よって使用者自身が個別に隊保するしかなかった。 しかし、その精度は、 ]ISの続

定を正確に守ったとしても:t:3%が限度であり、これで産業界の新たな要求に応

えて行くことは難しい。半導体産業を初め新たな産業の急激な発展で生じたこの圧

力標準体系の穴を早急に塞ぐベく、微小圧力の標準を開発f直前することが各分野よ

り強く求められている。
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1. 4 解決すべき技術上の課題

光波干渉式標準気圧計については、既述したように屈折率の繍正をどの様に高精

度に行うかということが課題である。計算(推算)によらずに実測によ って補正す

ることが一つの解決方法である。更に言えば、できる限り機構上で補正されれば計

算する必要はなくなる。すなわち、マイケルソン干渉計の干渉成立条件、 「両光学

腕の光学特性を距離、屈折率、分散について一致させることによって干渉縞を得るJ、

という状態を自動的に実現させれば良いのである。媒質及びその圧力条件の変化す

るU字管を一方の光学腕に含む干渉計であるから、 他方の光学腕の参照鏡も同じ媒

質条件の中で移動させられる様にすることができれば、屈折率による補正も分散の

差による補正も必要なくなり、更に鮮明な干渉筋を得ることも可能となる。このよ

うな光学系を如何に実現するかが本研究の課題となる。

微小圧力の標準については、圧力標準である以上、カ学的な圧力の定義に従って、

技術的により単純な原理によって標準を実現することが求められる。標準に要求さ

れる精度は 0.01%から 0.1%とこの圧力範囲では従来になく高い。圧力を力学的に

変換する要素でこの精度を得られそうなものは少なく、ピストンシリンダ、液柱以

外ではダイアフラム等が考えられるが、検出すべき力が微小であるため、感度の保

証されているピストンシリンダ及び液柱を用いて標準伎術を開発することが当面の

課題となる。

ピストンシリンダは従来より標準圧力計の主要な要素技術として用いられてきた

が、その動作原理上、ピス トンとシ リングの相対的な回転により隙聞における潤滑

効果を得ている。また、重量と平衡させる方式で測定できる最低限界圧力はピスト

ンの重量で決まる数キロパスカルであり、それ以下の圧力測定はできない。ピスト

ン重量を補償する試みとして、電子天秤と組み合わせる構造を持つ圧力計が開発さ

れたが、外部モータによりピストンに回転を与えているために常に擾乱があり、 l

Pa以下の分解能と安定性を得ることが困難である。そのため、本研究の目的とす

る 1kPa以下で高精度を得ることは難しい。回転による擾乱をより少なく、または

無くすことができれば、計測標準としての可能性がある。筆者は、かねてより無回

転ピストンの安定化機怖を考案し、これを重錐型圧力計に適用することを従量き して

きた。電子天秤と組み合わせる微小圧力計はその最適の応用対象と考えられ、これ

を実現することが献題となる。

一方、液柱を用いて微小圧力を測定する ことを可能にするには、比重 1の媒体を

用いる場合で液位差を 0.1μm以下の精度で測定する必裂がある。検出分解能は更

に小さく 0.01μmオーダになるためへテロダイン・レーザ干渉討を直後桜町に適

用することを考慮しなければならない。 波面の光反射率は数%である上、 ~i~' に仮!1111

していると考えられる。先ず、この光学的に不安定な対象にも適用できる干渉光学
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系を開発しなければならない。また、高分解能の干渉計をある程度隔たった位置に

ある U字管コ ラムに適用する場合、 U字管及び干渉系の配置の小さな歪みがそのま

ま検出されてしまう危険性がある。このレベルの測定においては、干渉担IJ長技術の

問題だけでなく、振動を初め温度変化等の小さな優乱で信頼性が限害されるのを如

何に避けて安定な測定システムを構成するかが課題となる。

微小圧力計測の技術的な問題点として指摘されるもう一つの重要な点は、如何に

安定な微小圧力を作製するかという問題である。標準となる計測方法は一般にU字

管等のバランス要素より成り、比較的長い時定数を持つはずであるから、ある程度

の時間安定して微小圧力が得られなければ、測定値は求められない。この機な問題

意識の下に、 一定な微小圧力を動的に発生する方法を考案した。これは、回転体と

ともに動く庄カ媒体自身に働く遠心力を利用する原理で差圧を発生し、回転速度に

対応した安定な差圧力が得られる特徴を持つ。理論的には mPaからkPaまでの広

い圧力範囲にわたる一定圧力が発生するはずであるが、如何に理論に近い条件を実

現できるかが課題となる。もし実現できれば、単なる圧力発生装置としてだけでは

なく、単独で圧力標準器として使用できる可能性もある。

1. 5 本研究の特徴

大気圧力以下の 1Paから 120kPaにわたる範囲の圧力計測標準に関わる研究で

あり、従来にない形の圧力伎術の開発が中心である。内容は、一次標準器としての

超高感度の液柱型圧力計の開発と、実用標準器としての微圧用ピストン式圧力計の

開発、更に一定微差圧発生装置の開発に分かれるが、これらは互いに補完する技術

でもある。以下の 5つの点が特徴として挙げられる。

(1 )気体圧力計測の基本は、大気圧計測である。現実に、全圧力領減で完走も高い

精度を実現できるのは水銀U字管標準圧力計である。これを基に隣援する圧力範聞

の標準器を比較校正することにより外姉して精度を確保する手法が保られる。本研

究では、従来は得られなかった高精度を達成することのできる新型の光波干渉式標

準圧力計を開発した。その際、従来は避けがたい誤差要因であると考えられていた

屈折率の影響を自動的に補正する機怖を考案することにより、測定を容易にすると

ともに大幅な精度の改善を達成した。

(2 )従来のill鋒型圧力計ではピストンシリンダのどちらかを回伝させて機械的接

触摩僚を防いで使用する必要があった。回転は外カによっているため安定度に悪影

響があり、1IA錘が重くなると機術的にも困難が多くなる。本研究では、無回転ピス

トン安定化機併を利用して回転を必要としないill錘型圧力討をIJH発した。これは、

ピストンシリンダの隙聞の形状を工夫して、流体力学的にピストンに自動翻心効果

を持たせることによって実現した。
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( 3) 無回転ピスト ン安定化機構を更に発展させて、 差邸jピスト ン式微差圧計を開

発 した。 これにより 、従来は大気圧力付近以上でしか使われなかった ピス トン式圧

力計を 1Paオーダの微圧・低差圧にも適用できるようにした。

(4)次世代の微圧・微差圧の一次標準器となるべきレーザ干渉式油7 ノメータを

開発 した。これは、ナノメートル・オーダの超高分解能測長が可能であるヘテロダ

イン ・レーザ干渉計の伎術をU字管の液位差別l定に適用し、特殊な差動式位相カウ

ンタを開発試作することにより 2nmの液面位置の検出分解能を実現したものであ

る。更に、温度、振動などの優乱が精度に影響しないように、ダブノレU字管・ダプ

ノレ干渉計の適用により高安定かっ高精度の液位差測定を可能にし、 0.01μm以下

の短期安定度、 0.03μmの長期安定度を実現した。

(5 )微小差圧を安定に発生する機構を考案し、一定微差圧発生装置を開発した。

これは、回転遠心力を利用して、差圧を発生するものである。回転速度を介して発

生圧力を制御できるため非常に安定した差圧を発生できる。試作した装置では、 l

kPaから 1Paまでの差圧力を発生でき、産量低で 1mPaレベノレの超微小差圧の発生

に成功した。

1. 6 論文の構成

第 2章では、開発した新型の光波干渉式標準圧力計について述べる。内容は、高

精度化の主要課題である干渉光学系の問題点とその解決法、装置の併成、測定不確

かさの評価等についてである。また、国際度量衡委員会の主催で行われた大気圧領

織の国際比較に参加した結果についても述べる。

第 3章では、無回転ピストン安定化機構を考案し、これを適用して開発した無回

転ピストン式重錘型圧力計及び差動無回転ピストン式微差圧計について述べる。先

ず、無回転安定化原理について紹介し、開発した無回転ピストン式重錘型圧力計の

構造を説明する。また、高感度圧力計を用いた性能評価の結果について述べる。次

いで、差動無回転ピストン式微菱圧計についてその動作原理、試作装位の椛造、不

確かさ評価について述べる。

第4殺では、レーザ光の液面による直後反射とレーザ ・ヘテロダイン絞術を用い

て従来にない高分解能検出を実現したレーザ干渉式油7 ノメータについて述べる。

内容は、ヘテロダイン干渉法とその液面への適用方法、位相カウンタによる向分解

能の実現、向精度を得るための各組補償機椛及び装位椛成、装l丘の性能評価、不liiil

かさ評価等である。

第 5t;'iでは、回転述心力を利用してm圧を発生する方式を考案し、開発した述心

式一定微差圧発生装置について述べる。内容は、 差庄の発生源里II、試作した談位の

概要、及び実験結果である。
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第 2章 新しい光波干渉式標準気圧計 ω

2. 1 緒言

新型の光波干渉式圧カ計の位置づけを明確にするためには、世界各国の標準研究

機関における高精度水銀U字管圧力計の開発の歴史について簡単に触れることが必

要である。 1950年代に熱物理分野から提起されていた「気体温度計の実現j の要

請に応えるため、各国の標準研究機関では新しい高精度水銀U字管式圧力計の開発

計画が開始された。従来の水銀圧力計では、液面検出を目視によっていたため 0.02

mmより良い液位測定は出来なかった。計量研究所においても 1956年から研究が

開始され、 1958年に光波干渉式により従来にない高精度を実現できることが試作

装置により証明された山。これは小山により 1958年に開催された国際度量衡委員

会の第 5回温度諮問委員会で報告されている"~問委員会では国際度量衡局 (BIP

M)の Terrienからも類似した原理による光波干渉式の圧力計を開発していること

が紹介された川.日》 。

試作装置の実験結果を基にして、 2号機の圧力計が 1960年代初期に金田等によ

り開発された川。 2号機の測定不確かさは 101.3kPa (1気圧)の絶対圧力測定に

対して 0.73Paと見積もられた川。その後、これと別に各国で次々にそれぞれ特徴

を持つ高精度の水銀U字管圧力計が開発された。日本でも、 1970年代初期に気体

温度計のために 13kPa (100 mmHg )以下の圧力を測定できる光波干渉式の圧力

計が三井等により開発された《・》。三井の圧力計は参照鏡の位霞をレーザ干渉計で訓IJ

長する方式を採用している。また、フランスの Bonhoure等により白色光7 イケル

ソン干渉計を用いる圧力計が開発され、現在でも国際度量衡局 (B.I.P.M.)に設置さ

れている問。アメリカ国立標準局側BS)の Guildner等は電気容量による液回検出

とゲージプロックによる高さ測定を組み合わせて高精度の圧力計を実現した(l0)。

オーストラリアの Harrison等は、レーザS町長器を直後水銀液面に適用することを試

みた HHO これは水銀面の振動を嫌うため、除仮装位及びキャッツアイを持つ浮き

子等の工夫がなされているが、なお水銀面の移動に多大の時間を要している。 NB

Sの Heydemann等は、超音波干渉による液面検出技術を用いて両分解能の圧力計

を完成した U 引が、水銀中の音速の測定紡度になお間組を残している。これら各国

の標準研究機関の圧力計の中で優れたものは、約 100kPa (1気圧)の圧力311J定で

1 ppmから 3ppmの不確かさを主張しているロ

今回、新たに水銀式圧力計を開発するに当たり、液面検出方式としてレーザ光の

直後干渉計と白色光のマイケノレソン干渉計が候補として考えられたが、結果的に白
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色光干渉計を用いることとした。その理由は、レーザの直後干渉方式は、干渉縞フ

リンジの連続計数の必要から緩度に振動を嫌い、非常に長い測定時間を要すると考

えられたからである。 illリ長伎術等については近年発達の著しい光学機穏や電子機器、

特にレーザ技術等を導入することにより、大幅に機能と精度の改善が期待できる。

原則的には白色光のマイケルソン干渉計を液面検出に用い、 2号機の持つ問題点を

解決して、容易な操作でより高精度を実現できる新型の光波干渉式圧力計を開発す

ることが諜題となる。

2. 2 旧光波干渉式水銀U字管気圧計の問題点とその解決策

2. 2. 1 屈折率の補正

解決すべき問題点として最も大きなものである。

[問題点] 水銀液面の検出に用いているマイケルソン干渉計では、分割した二

つの光路の一方の光学腕をU字管内の水銀面に、他方を大気中を移動する参照鏡に

置いているため、両光路聞の屈折率・分散の差による誤差が避けられない。屈折率

・分散特性の良く分かつている空気を圧力媒体とすることによって、計算による補

正を可能にしているが、光路の温度分布等の評価は十分でなく、補正の精度には限

界があった。実際に補正量はゲージ圧 100kPaの測定で約一270μm、絶対圧 100k

Paの測定で -39μmと目標精度の目安 1μmに対して不安のある大きさを持って

いる。実際には、忌高精度で屈折率の補正を行うには、常に標準大気からのズレを

計測評価しなければならない。また、空気を媒体とするため、水銀商の酸化による

汚染が避けられない。

[解決策:屈折率の自動補償機構] 基本的には白色光のマイケルソン干渉計を

採用することとした。その理由は、水銀液面の優i!iLは避け難く、力日圧・減圧の際に

速やかに水銀面を上下することが測定の効率上重要と判断したからである。緒言で

も触れたようにレーザ光による直接反射による干渉測長を採用している例もあるが、

水銀面の乱れによるカウントミスを避けるために多大の時間と努力を強いられてい

るのが実状である(11)。

そこで光路の屈折率・分散の差による誤差を如何に高精度に布liJEするかがi!!ll題と

なる。本研究ではマイケルソン干渉計の原理に立ち返ってこの問題を解決した。す

なわち、分自itされた両光路の媒体の光学特性を一致させることができれば、零渉:の

干渉純が観祭されるとき阿光路の距離は正しく一致するはずである。具体的には、

光路屈折率の補償機併として参照鏡fJllJにも U字管官l1Jと同じ光路環境が実現できるよ

うに対応するチャンパーを設け、 U字管内と同じ!);'1境条件にし、その中を参照鋭が

移動するような機併を実現すれば問題は解決する。



2. 2. 2 装置の改良

(1)測長器

[問題点] 測長に移動台上のスケールを用いているため、台のピッチングとヨ

ーイングの影響を大きく受け、無視できないアッベの誤差を生じる。この誤差の大

きさは開発当初は、プロックゲージとの直接比較により、実測補正されていたが、

移動省の真直度及びその特性は長年の使用により変化し、安定ではない。

[解決策:レーザ測長器(2ステージ干渉計) ] 測長にレーザ干渉式測長器を

用い、水銀面検出用の白色光とのl長用のレーザ光の光軌を同一軸上に一致させるこ

とによってアッベ (Abbe)の誤差を無視できるレベルにまで下げることが可能にな

る。これは、白色光のマイケルソン干渉計とレーザ干渉計を組み合わせた 2ステー

ジ干渉計と言うことができる。

( 2)移動台

[問題点] 検出すべき水銀面は、 U字管の高圧側と低圧側の二つがあるが、一

つの移動台に両方の参照鏡を設置して、別，々に干渉縞を観察検出するために、同時

性が無い。確認のため何度も交互に検出する必要から手間と時間を要する。また、

圧力に小さな変化がある場合は、何時どの位変化したのかが明確にならないため、

誤差が生ずる。

[解決策 :差動ダブル干渉計] この 2ステージ干渉i1IlJ長計を高圧側と低圧側で

二つ平行して二つの移動台上に設置することにより差動的に液位差のみを測定する

ことが可能になる。結果として、差動型のダプノレ ・2ステージ干渉計が構成される。

(3 )温度計測

[問題点] 水銀U字管は水糟内に絡納されており、水銀の温度はその水温の測

定によっている。温度計には当初熱電対が用いられ、その後低抗温度計に改善され

た。 しかし、水銀U字管の持つ温度分布が明確でないため、水銀密度の決定に重要

な温度の不確かさの評価ができない。

[解決策] 水銀U字管には彼数本の白金測温低抗体を坦!め込んで水銀混度の測

定精度を改善する。

(4 )排気装置

[問題点] 排気に油拡散ポンプを用いているために、水銀の汚染が問題となる。

[解決策] 水銀鉱倣ポンプと液体窒素の冷却ノ〈ッフルによって充分のtJI気性能

を得ることができる。 U字管内の水銀の汚染の心配はなくなる。

2. 3 新しい光波干渉式水銀U字管標準圧力計の測定原理

図2-1に新型圧力計の計測原理をあらわす。装置は、大きく分けて水銀U字管

部、真空排気・圧力調E査部、及び光波干渉測長部に分かれる。
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2. 3. 1 水銀柱の高度差の測定方法(ダブル・ 2ステージ干渉llllJ長計)

液{立差測定の中心的な部分は並列したふたつの白色光マイケルソン干渉計であり、

それぞれU字管のふたつの液柱に対応している。それぞれの参照鏡にはコーナキュ

ープと平面鏡を用い、コーナキュープが移動台上に設置されている。コーナキュー

プの位置はレーザ干渉式測長器 (HP -5 5 26 A)で測定される。すなわち、液

位差測定のためにふたつの白色光のマイケルYン干渉計がU字管の高圧側と低圧側

で平行して配置され、両者の参照鏡の位置の差をレーザ干渉計で測定する構造であ

る。ダブル・ 2ステージ干渉計というべき椛成である。干渉計などの光学系は本圧

力計用に特別に造られた鋳物製の光学ベンチ上に移動台とともに配置されている。

2. 3. 2 光路屈折率の補償機構

図 2-2に水銀柱に対するふたつの白色光干渉系の中の一方を図示する。この設

計では、光学移動台上にふたつコーナキュープ CC1とCC2を配置し、移動台と筒

の間をゴム製のシーノレ(ベロフラム)によって密閉することにより、 CC1の側に

チャンパ Pを形成する。ここでチャンパ Pの中を対応するU字管の中と同ーの状

態に維持する。すなわち、同じ種類の気体を導入し、同じ温度、圧力に保つことに

する。この状態で移動古が干渉縞を検出しながら追従するように動くと、 U字管側

とチャンパ PiJlIJの移動距離が同じになる。この原理を実現するために図 2-3に

示す構造とした。チャンパのシールにはゴム製のベロー(ベロフラム、藤倉ゴム商

標)を用いたが、これは弛んではいけないため、必ずチャンパーに対して外から加

圧して用いなければならない。チャンパ Vは大気仰lから常に加圧されているので

簡単であるが、チャンパー Pは大気圧に対して加減圧されるめに、単独で用いる

ことができない。そこで、ベロフラムをふたつ背中合わせに配位し、その聞に加圧

ガス(窒素. 400 kPa) を導入する構造とする。これによりチャンパ P内の圧力は

o ~ 300 kPaの範囲で任意に変えることができる。

2. 3. 3 レーザ波長の自動補正

移動台の上にはレーザ抑l長得用のコーナキュープ (CC2)が水銀而検出用のコ

ーナキュープ (CC1)と背中合わせに同一光胸h上に配置されている。移動台上の

干渉光学系は高圧側と低圧側で同織の椛造を持ち、コーナキュープ CC2iJUJにはレ

ーザ干渉測長誌の 2ビームがそれぞれ導入され変位差の測定を行う。 CC2の側も

CC1と同綴にチャンパーが形成してあり、ベロプラムを用いて大気に対してシール

されている。このチャンパ Vは噂用のロータリ式真空ポンプで担|気されているた

め、屈折率補正を行う必要がなく、レーザ干渉計の波長には真空中の波長がそのま

ま使用できる。

- 13 -
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2. 3. 4 水銀U字管と温度計測

( 1 )水銀U字管の形状寸法 図 2-4にU字管及びこれを納める真空断熱容認

の梼造を示す。 U字管の材質は、 SUS304のステンレススチール管であり、寸法は

内径 49.5mmで肉厚 5.5mm、長さ 1000mmである。圧力導入管が上部に着けられ

ているため水銀柱としての有効長は約 900mmである。U字管の下部は内径 4mm、

長さ約 230mmのステンレス細管で連結されている。

(2 )表面張力の影響 水銀は、約 4切 dyn/cmという大きな表面張力を持った

め管墜との接触角によって函形状が変化し、その影響が面レベル変位となって現れ

る。この変位は接触角 180度のとき最大になり、 Blaisdell(1 2)の報告をもとに計算

すると内径 50mmの円筒管の場合その大きさは 0.02μmである。ふたつの管内の

水銀面の援触角が問機であれば、また、零点在IIJ定時と加圧測定時で同綴の面形状で

あれば、表面張力による誤差はこれより小さくなる。

(3 )水銀の娠動現象 加圧したときに水銀が速やかに対応する位置に移動する

ためには、連結管の抵抗は小さいことが望ましいが、余り小さいと U字管内の水銀

が振動してシーソ運動をする事が考えられる。そこでU字管内の水銀を一つの鍍!1l1J

系として扱い、減衰ファクタ c= 0.811でほぼ臨界制動になるように連結管の内径

と長さを選択した。

2. 3. 5 U字管内水銀の温度測定

U字管は、断熱するために真空樽の中に絡納される。U字管及び真空糟に対して

温度制御はしていない。室温は空気調整機により:!:0.1 Kで制御される。水銀温度

は、 U字管壁に張り付けられた 3個の白金低抗泡度計(Leeds and Northrup社製 No.

1872 )によって測定される。温度計の配置場所は、低圧{則管のゼロレベルの位置

とゼロレベルから 350mm上の位置及び高圧側管のゼロレベルから 350mm下の位

位の計3カ所である。これらの温度計の測定には、温度測定用ブリッジ (Leeds回 d

Northrup社製 No.8079Thermometer ER Bridge)を用いる。全ての混度計は装着前に

計量研究所混度標準研究室で不確かさ 0.001Kの精度で校正し、更に使用ブリッジ

に装着後、水の三重点セノレを用いて測定システムの性能を評価した。その結果、

1 mK以内で校正値と一致した。結果として温度測定値の不確かさは、 0.0015Kと

見積もられる。

2. 3. 6 装置の全体構成

図 2-5に装置の排気部と配管系を示す。p;笠tII気ポンプには水銀鉱l放ポンプを

用い、水銀の汚染の可能性を極力小さくした。実際の配管には、吏に圧力制盤のた

めのパノレプ、ンステムが加わる。また、図 2-6にU字管と別l長計sの具体的な構造を

- 17 -
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図 2-7 光波干渉式標準圧力計 (ISB-3)の外観
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を示す。マイケノレソン干渉計では望遠顕微鏡で干渉縞を観測する場合、焦点面を液

面上に合わせなくてはならない。 ところが液面は移動するためその度に焦点を合わ

せ直す必要がある。そこで本装置では、移動台上に反射鏡を設置して干渉後の光路

上に配置することにより、望遠鏡から水銀面(正しくは参照鏡面)までの距離が常

に一定になるようにしてある。図 2-7に装置の外観を示す。

2. 3. 7 新旧圧力計の比較

新旧圧力計(ISB-2とISB-3)の動作原理と精進の特徴についての比較対照を

表 2-1に示す。新型の圧力計の基本原理である水銀メニスカスの位位測定の手法

は、 ISB-2と同じ白色光によるマイケノレソン干渉計である。旧型の誤差原因の主

要な部分を占めていた液位差測定と I昆度調IJ定の精度を大幅に改善し、それぞれ 2分

のl及び5分の 1に減少させた。そのために、干渉計における分散及びは屈折率の

補正方法を計算によるものから原理的に誤差にならない自動補償方法に変えるとと

もに、調IJ長にスケールを用いていたものをレーザ干渉測長器に変えた。これにより、

従来は光学的性質(分散、屈折率)の充分に知れている気体である空気しか圧力媒

体に用いることが出来なかったものが、任意の不活性気体を用いることができるよ

うになった。また、水銀U字管の温度計測に用いる温度計を熱篭対からより分解能、

安定度の高い白金低抗温度計(複数)に変え、より信頼性を高めた。

2. 4 新しい光波干渉式標準圧力計の性能評価と測定不確かさ

液柱U字管圧力計の測定原理は、従来から良く知られている次式で表される。

P=ρXgLXh+Po (2-1) 

ここで、 P及び PoはU字管中の阿水銀而上における圧力である。 ρは作動液体の

密度、 gLは百IIJ定点の重力加速度、 hは減{立差である。

表2ー 2に新型の圧力in(ISB-3)の lσ レベルにおける不服かさ収支炎を示

す。 不町付ミさの~囚として挙げられているのは、 2. 3百円で述べた)J;O:JlI!上の耳I!知的

な状態と災|燃の状態とのif3によるものであるロI止終的なIT:ノJJllj定(Ii'iのf，'U.ltI':;必智会

与える要素は、談位そのものの性能に起闘するものとしては、水釘w 字)~\:の I伐 {立 iE

測定と水銀の i~l&ìlÞJ定がある 。 それ以外に、水似性iI.lt のt:iil'l (li'iの選定、.N: 1i1地点の

重力加速度測定、雰囲気のt1;l.t;"U!リ定、及ひ'圧jJil¥'，j盤導入勾gに{、l附する 117i皮iliHIiJE、
安定度評価などがある。本圧力百|の不fi(UJ、さ，lHlliについて各項目旬に検，付する。
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表 2 -1 新旧の光波干渉式標準圧力計 CISB-2とISB-3)の原理・構造の対照

項目 新標準圧力計(lS8-3) 旧標準圧力計 (IS8-2)

共通点:

動作原理 水銀U字管 水銀U字管

波面検出 マイケルソン干渉計 マイケルソン干渉計

光源 白色光 白色光

相違点:

長さ測定 レーザ干渉式d!IJ長探 総尺

屈折率補正 自動補正 計算

圧力媒体 室主誌などの不活性気体 空気

U字管格納器 真空容器 水中\I~

混度測定 白金抵抗d!lJi，lf1，体 熱?il対
除振 空気ダンパー除娠台 なし



且

表 2-2 新光被干渉式標準圧力計 (ISB-3)の 1aで表示する不確かさ

不確かさの原因 タイプA* タイプB*

圧力比例項. 不確かさ UrPa己上旦ムヱ
(1)長さ測定

光学的調整誤差 o. 1 3 
分散補正 O. 69 
レーザ周波数 O. 006 

レーザ波長 O. 37 

(2)水銀密度
温度測定 O. 9 (5mK) 

基準値からの偏差 2. 0 > 
(3)重力加速度 O. 1 5 
(4)高度差補正 O. 18 

非圧力比例項

(1)長さ測定

位置検出

分散補正

移動台温度

移動台真直度

(4)高度差補正

(5)水銀蒸気圧力

不確かさ UrPal 

P
D
n
u
F
h
d
 

n
u
'
i
n
u
 

n
u
n
u
n
u
 O. 04 

O. 02 

O. 0 3 (絶対圧測定)

圧力P測定時の不確かさ

Type A (1.2.10 -6 PlPa<+>0.13) Pa ー絶対圧及びゲージ圧iWJfE
Typc B (2.02.10 -6 PlPa<+>0.05) Pa ー絶対圧

Type B (2.02.10 -6 PlPa<+>0.04) Pa ーゲージ圧

* i計測の不liiffかさの表記方法(Guidc to thc exp悶 ssionof lIncc口allltym mc出 urcl11cnt)J 
による分類

<+ > 2乗和の平方
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2. 4. 1 液位差の測定

液{立差のijllJ定の精度は、直接そのまま測定圧力値に影響する。液面の位置検出に

は白色光によるマイケルソン干渉計を用いる。干渉計による測長における注意点は、

光学的な距離と幾何学的な距隙が必ずしも一致しないことである。特に白色光のマ

イケノレソン干渉計では、鮮明な干渉縞を得るためには距縦だけでなく分離した 2光

路の分散特性も一致させる必要がある。また、旧光波干渉式圧力計のように圧力の

差によって異なる屈折率を持つ 2光路間で干渉測長を行う場合、光路長を幾何学長

に換算するときに用いる屈折率には群波屈折率を用いなければならない川 . H 430

気体の中でこの群波屈折率を正確に求められるほど光学特性の調べられているもの

は空気しかないため、旧標準圧力計では、圧力媒体に空気しか用いることができな

かった。また、補正量はゲージ圧 100kPaの測定で約 一270μm、絶対圧 100kPa 

の測定で -39μ m と厳密な評価を行っても不安の残る大きさである。新型の圧力

計ではマイケノレソン干渉計の両光路の光学的特性を同じになる様に調整できるため

この様な屈折率補正は必要としない。圧力媒体は水銀に対して安定であれば任意に

選ぶことが可能である。また、分散が一致しているので干渉縞の鮮明度が良く、ゼ

ロ次の紙の同定が容易で液商検出精度も向上している。 しかし、完全に光路媒体が

一致 しているわけではないので、その差を測定評価して二次的な補正を加える必要

がある。更にまた、光軸が完全に調整されているわけではないので、その誤差も評

価して不確かさの最大値を見積もる必要がある。

( 1)光学系の調整誤差

光学系の調鐙による不可Eカミさは、本来平行であるべき白色光、レーザ光、移動台

のスライド、の方向のズレに起因する。 これらの角度の違いは、制整H寺の精度評価

及びコーナキューブ等の光学素子の制度から惟算して 2x 10べ rad以内と考えら

れる。この誤差はより向精度の光学瑛子をmいることにより 1x 10 -4四 dまで改

善することが可能である。

マイケノレソン干渉計の原理に従えば、白色光の光'l'lh方向は、干渉紛が正しく観祭

できる限りは、液面に垂直入射している必嬰はない (1<1'。 しかし、参照鋭iJllJに移動

コーナキュープを組み込み、更に後で述べるように白色光の光州をレーザ光の光'IQh

制慾の基準にもmいていることから、正同!に ]Hi1入射するようにl別 ~i~する必~:があ

る 。 光前hÆJ.~~宣の手順は次のようにする 。 先ず、 ~':j J王制UI と低LEiJりl のふたつのコリメー

タの光州を移動省の方向に合わせ、移動ストローク約 250mmに刻して:!:0.2mm 

(8XlO-‘rad) 以内にズレを抑える。 このスレは直級以去にはつながらない。

次いで、半透鏡の方向を制鐙して水銀而からの反射光がJE仰にコ リメータ光源に返

ってくるようにする。 ピンホーノレ而を観測することによりこの制度は 2400mmに

対して:!:O.1mm (4X10-5
rad)以内にできる。吏に、参照鏡の方向を制盤して、

- 24 -
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干渉縞が見えるようにする。直径 20mm程の視野の中で干渉絡が 4、 5本程度(6 

xlO-'rad)の状態にする。これで白色光干渉計の調整ができる。

次ぎにレーザ干渉測長計の光軸と白色光マイケルソン干渉計に光軌を一致させる。

そのために平行度 10秒(5 x 10 -， rad )以内の平行プリズムを用いレーザ光を平

行移動させ、参照鏡にあたるようにして調墜する。約 3mの光路で:t:0.2mm (7 

x 10 -， rad)以内の制援が可能である。

以上の調整により、レーザ光は、半透鏡でつくられた仮想水銀函に対して 10べ

rad以内で垂直入射していることが保証されるa 実際には、コーナキューブ等の光

学素子の精度が影響する。光学素子の面角度の精度は約 5x 10 -， rad (10秒)で

ある。

(2 )屈折率による誤差

屈折率の補正については 2.3.2に概要を述べたが、その不確かさの原因はマイケ

ルソン干渉計の二つの光路である U字管内とチャンパ P内の媒質の光学的な状態

の差によって生じる。チャンパ内の光路長の差と温度の差はそれぞれ 1mmと0.1

Kの不確かさで測定されており、補正がなされている。両者の圧力差が最も大きな

誤差要因である。干渉筋を検出する時には、 U字管とチャンパの聞を繋ぐパルプは

閉じている。これは、パノレブを聞けておくと移動台の微小な動きでもチャンパの体

積が変わり U字管内の圧力に影響を与えるからである。また、チャンパのシールに

用いているベロフラムからの漏れが避けられない。この漏れによるチャンパ内の圧

力の変化が補正の精度に伝大の影響を与えている。干渉紡の観測に裂する時間は一

般に 10~ 20分であり、その聞にチャンパ内の圧力が変化し結果としてU字管内の

圧力との問に最大で 500Paの差を生じる。この大きさは、屈折率の二次補正の不

確かさとして 0.69ppmに相当する。もし漏れを少なくできれば、圧力差による屈

折率誤差の影響は小さくできる。

(3 )レーザ光源の周波数の誤差

長さ測定用の He-Neレーザ (HP-5500C)光源は、縦ゼーマンガ'J!t.!:を平11JTIする

周波数安定化機能がついている。この周波数の安定度を制べるために、当所のt:Ullj

で 10-，以下の不li(UJ‘さを持つ沃卦;安定化 H←Neレーザとの比較訓Iliti"行った。

その結果、周波数の変動は 2x 10-' 以内であった。また、阿波数のfll.'{は、

473 612 1B6.1 MHz (真空中の波長で 0.632991 436μm)であった。

(4 )レーザの波長の繍正

移動台の移動距離はレーザ干渉;ilで測定される。 2.3.2節で述べたように移動台

に取り付けたコーナキューブは].'.I;?i:チャンパ V の中にあり、光l的~はチャンパ内で
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計測されるから、充分の真空度が保たれていればレーザ光の波長は上記の真空中の

値を用いれば良い。実際には、シールであるベロフラムを通しての リークによ り約

20 Paの残圧があり、その分を測定して補正している。補正金は約一0.5ppmであ

る。

(5 )液面検出の不確かさ

水銀の液面倹出の測定の不確かさは、ゼロ点の検出再現性と標準偏差から計算さ

れる。一連の測定は常にゼロ基準点の測定から出発して、加圧点の測定の後またゼ

ロ基準点に戻って測定する。すなわちゼロ点は 2回に付き加圧測定点は 1回である。

ゼロ点の検出再現性は 0.3μ m以内である。加圧測定点における液面の検出は圧

力の安定度に左右されるが、ゼロ点の検出再現性から推算して 0.4μmの不確か

さで検出可能である a 液位差は両者の差として計算されるからその不確かさは 0.5

μmと評価される。

( 6)移動台の温度と移動真直度による不確かさ

移動台の温度偏差によってふたつのコーナキュープ CC1とCC2の距縦(実効長

約 200mm)が変化する。参照鏡移動台は高圧側と低圧側が平行に設置されており

両者の偏差の差が誤差として測長結果にあらわれる。

a. 温度差による不硲かさ

ふたつの移動台の温度は熱電対温度計で測定評価されその偏差は 0.1K以内であ

ることが確かめられている。このatrJ長誤差への影響は、約 0.3μmに相当する。

b 真直度による不確かさ

iJlrJ長における Abbeの誤差を小さくするために白色光干渉計の光利!とレーザ干渉

計の光州は 10ベ rad以内で一致しているため移動台の移動に伴うピッチングとヨ

ーイングに起因する誤差は小さいものであるが、チャンパ PとチャンパVの間にか

かる差圧によって移動台にはカがかかり系統的な誤差が発生することが予想、される。

ふたつの移動台の位置関係は一意に決まるから対応する位置での何者の傾きの差を

評価すれば良い。図 2-8に真直度測定探によって測定したふたつの移動台のl'i直

度の差を示す。傾きの差は 3x 10 -‘ radを越えないことが同:かめられた。また、

コーナキュープ CC1とCC2の判lズレの大きさは品大で 1mm以内であるから。dlrJ

長rtt差は 0.3μm以内である。これは、 0.04Paに相当する。

2. 4. 2 水銀密度の評価

常jful~i~.圧付近における水銀密 J3r ρMI立、次の式 (2-2) で表される 。

ρM=ρM20. (1ー α20(T -20)}・(l+s20(P..-PATM)} (2-2) 
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ここで、 ρM20， a 20、s"は、それぞれ 200C、 1気圧における水銀の密度、熱

膨張係数、圧縮率であるz 本水銀U字管圧力計で採用しているそれぞれの値を以下

に示す。但し、温度Tは IPTS-68による測定値である。

ρ M  20 = 13 545.867 kglm 3、 (Cook (1 町(17による) (2-3) 

a20 = 1.811 X 10-'νK、 (Beattie (1引による)

s 20 = 3.9 X 10 -1 1 l!Pa、 ( Grindley皿 dLind【1引による)

これらの数値を見て解ることは、水銀の温度評価が最も大きな問題であり、 l

ppmの密度変化が約 5.5mKに相当する。水銀柱内の温度分布も 5mK程度以内に

抑える必要があり、これを実現するには分解能及び安定度に優れた白金抵抗温度計

が不可欠である。以下、それぞれの値の根拠を説明する。

( 1 )水銀密度の標準値

U字管内に充模する前に、水銀は希硝酸水溶液ついで蒸留水で洗浄された後、真

空三段蒸留により精製された。この水銀はn空に引いたU字管にフィノレターを介し

て充境された。水銀の密度を ppmの不確かさで実測することは大変に難しいこと

なので、この水銀の正確な密度値は測定されていないが。水銀密度値としては、今

までに得られた値のうちで最も確からしい値である、前出の式 (2-3)の Cookの密

度値口町 ・H 刊を用いることとした。素性の異なる水銀の密度値及び Cookの水銀

からの違いについては、幾つかの報告がある H町.は。》 。それらのなかで主張する不

確かさが 1ppm以下の値について調べると、最も大きい差で ー1.8ppmであった。

そこで、然るべく精製された未知の水銀の密度値もCookの値から 2ppm以内にあ

ることが予想される。後でも触れるが、本圧力計の精度に水銀の密度値の不確かさ

が最も大きな寄与をしている。

( 2) 熱膨張と圧縮

最終的な水銀密度は、熱11影日R と圧縮の;;~響を布Iì正して得られる。 水ft!の葬1\1膨5長率

はB白 ttle等 【"によ る他 1.811X 10 ‘K -1をJllし、た。

圧縮係数としては、 GrindleyとLind【1引による fu'i3.9 X 10 -1 1 Pa -1 をJ[J~、た 。

不随かさはそれぞれ 0.1X 10 -6 K -1と0.1X 10 -1 1 Pa -1である。 200C付近で測

定を行っていれば、これらの不可fかさのJ;~轡は!!!\悦できる ljk小さい。 水í1HI"lJJU'1'耐li

の不lìIiiかさは、 ILI度 ~ I の不附 かさ( 0.001 5 K )と水銀温度の均-1'1:に起凶する不

liIUJ為さに分かれる。u字tr-はl析然A空州内にあるが、空訓を入れていても尖!験室内

大気のI!?dJl'の不均一により微小な1J;t皮差が生じる。その大きさは 0.01K以内であ

る。U字管内の水銀温度は、これらの結巣からおよそ 0.005Kの不雌かさで評制liさ

れていると考えられる。
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2. 4. 3 重カ加速度

重力加速度は、 1ppmの目標精度に対しては実証llJにより充分に良い精度が得られ

る。実際には、重力定点との比較測定により 0.1ppmより良い精度で求めることが

可能であるが、潮汐カの影響が::t0.13 ppm稜あるためこれを補正しない場合は、

この変動分の不確かさを加える必要がある。

圧力計の設置されている実験室の重力加速度は、ラコステ型の重カ言十を用いて国

土地理院の重力基準点との比較測定により測定された。重力(直は 9.799493 1 m/S 2 

であり、その不確かさは 3x 10 -7 m/S 2と評価される。この値を潮汐カによる変

動の補正を行わないで使用する場合は、不確かさはその変動分担菌加して、

1.5 x 10 -6 m/S 2 (0.15 ppm)になる。

2. 4. 4 高度差の補正

一般に、圧力計測では測定するレベルを特定しないと圧力値が決まらない。式

(2-1)式は水銀面上の圧力であるから、 U字管のゼロレベルから Lだけ異なる測定

レベルでの圧力差L¥Pは、高度差補正が加わり次式で表される。

L¥P= {Pー ρp・gL ・(L+h/2) } 

一 (P0ー ρ0・g L ・(L-h/2) ) (2-4) 

この補正の大きさの目安としては、 1気圧の大気の場合 1cmの高度差で約 0.1

Pa (大気圧の 1ppm)の差が生じることから、 ppm以下の影響にするためには高

度についてはミリメートノレオーダーの精度が必要である。また、光政干渉式圧力青|

の場合U字管は深さ約 0.8mのピット内に設世されているため、被校正圧力計の測

定レベルLは約 1メートルである。 0.1Pa (1 ppm )の測定精度を得るには大気の

状態も 0.3K、 1 hPaオーダーの精度で安定しているとともにこれらを測定しなけ

ればならない。

水銀面と圧力ì!IIJ定面の問には約 1m のレヘノレ差があるのでその補正が必~:であ

る 。 測定される圧力は、圧力配管と幾つかのパノレプを介して U字作に辿~~'i され、主主

位及び配管には多少なりともi&lJJr分ギII・変化がある。MiiEfluの;;I''tiでは代表航とし

て装位付近の大気i!;tJ.)[を月]いているが、配*のiLWrφとの廷はj比大で 0.3K以内であ

った。 測定レベルのi111J定には、カセトメータをJIJし、 1mmの不同!かさで測定・してい

る。圧力f[iに与える不liIliかさは、圧力に比例する成分としない成分に分かれるが、

どちらも 100kPaの測定に対して約 0.02Paと凡mもられる。
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2. 4. 5 水銀蒸気圧の評価矯正

U字管の中を如何に高真空に排気しでも水銀蒸気圧が残る ε その圧力の大きさは

温度によって決まり、実験式が EmsbergerとPitm叩 (21)によって与えられている巴

その大きさは表 2-3に示すように 20
0
Cで 0.17Paである。U字管の中の圧力は直

接dllJれないので、排気チャンパーの圧力が 3mPa以下に排気されていることから

真空度を確認している。圧力計にはベニング真空計(Edwards社製 Model:CP25-S ) 

を用いている。

2. 4. 6 総合的な不確かさ

100kPa (約 1気圧)の測定に対する総合不確かさ(1σ) は、絶対圧力の場合

もゲージ圧力の場合もほぼ同じ値で 0.28Paである。この不確かさは混度、振動な

どの環境条件の良いときに充分に安定した測定対象に対して得られる値である。具

体的には、 24時間空調を数日以上維持して温度を安定させ、建物及び施設付近で

の振動の少ない晴天時の深夜に測定実験を行う。測定対象は安定度の保証されてい

るエアーピストンゲージである。複数回の測定を数日にわたって行った場合の標準

偏差は、 0.2Pa (およそ 2ppm) 以下になる。

最も大きな不確かさは、水銀の密度値の不確かさ 2ppmにある。これ以外の原因

による不確かさは何れも 1ppm及び 0.1Paを鑓えない。水銀の密度を 1ppm以下の

不確かさで測定できなければ、装置の改良によってより高精度の測定を実現しても

効果的ではない。水銀の密度測定が高精度で可能であることを前提とすると、以下

の改良が有効となる。

(1 )水銀温度の測定評価 温度測定の不確かさ (0.005K) の主たる部分はU

字管内の温度分布である。 U字管に対して t~l度制御機能を付ければこの不確かさは、

0.002 K以下に減らせる。

( 2)屈折率補正 屈折率に影響を与える主たる原因は、不十分なシーノレによっ

てチャンバーP内の圧力を正維に評価できないことによる。シーノレを改良すること

により、現在の不liI付着さ 0.69ppm X P <+> 0.1 Pa(ここで<+>は自釆干11の平方を

あらわす。 100kPaの圧力測定で約 0.12Pa) を4分の l程度に減らすことは可能

である。 レーザ首IIJ長誌の真空チャンパーVのシーノレについても同級の改良を施せば、

レーザ波長に対する現在の不同ーかさ 0.37ppmを0.1ppm程度に減らすことも同織に

可能である。
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表 2-3 水銀の蒸気圧

温度 [OCJ 圧力 [Pa J 

1 4 O. 1 0 1 
1 6 O. 1 2 1 

1 8 O. 144 
2 0 。171 
2 2 O. 2 03 

24 O. 24 0 
2 6 O. 283 
28 O. 333 
3 0 。392 
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2. 5 大気圧力標準の国際比較

2. 5. 1 国際比較の概要

今回の国際比較の実鑑団体である中圧力ワーキンググループ何rG)は、国際度量

衡委員会 (CIPM)の諮問委員会の一つである質量関連最諮問委員会にCM)に属するロ

CCM本委員会は、約 3年毎にフランスのパリで開催され、各 WGの会合も普通そ

の直前に持たれる。その会合の際にWGの3年間の活動報告がされ、次の 3年の活

動計画が討議決定される。最近では 1988年と 1991年に開催された。中圧力 WGの

現在の活動は、大気圧力以下の気体圧力計測標準の国際的箆合性を確認することに

あり、本国際比較もそのために実施された。

中圧力 WGの議長は英国国立物理研究所。I/PL:National Physical Laboratory)の Dr.

Peter R. Stuartである。また、今回の国際比較の幹事研究所 (PilotLaboratory)は、

英国 NLPであり、Dr.P.R.Stuartが資任者としてその世話にあたっている。

本国際比較は、既に第 1、第 2、第 3フェーズを終了しており、日本(計量研究

所 :NRLM)の参加した第 3フェーズは 1990年 6月から 1991年 4月にわたって実

施された。 これらの結果は、 1993年 6月にフランスのパリで開催された CCM第 2

回国際圧力計測標準セミナーで報告され、論文発表された (23)。

2. 5. 2 国際比較実施方法及び内容

( 1) 幹事研究所 一一一 幹事研究所を NP以英国)が務め全体の計画及びト

ランスファー標準器の整備、発送、各国のデータの取りまとめ等を行っている。

(2 ) トランスファ標準器 一一一 トランスファ標準擦は、ゲージ圧力及び絶

対圧力の測定も可能なエアーピストングージ (APG:Air Piston Gage)であり、その

本体を CSIRO(オーストラリア)が、ピストンシリンダを NIST(アメリカ合衆国)

が、真空計、温度計その他を NPLがそれぞれ提供している。

(3 ) 持回り手順 一一一 エアーピストンゲージ (APG)の持回りによる比較

は、幾つかの研究所を順繰りに回し、 1日lする毎に NPLによってトランスファ標

準採のチェックを行う。第 1フェーズは 2ヶ所、第 2フェーズは 3ヶ所、 m3フェ

ーズは 3ヶ所である。そのスケジュールを以下に記す。

第 1フェーズ一一一 NPL→ BIPM(囚|際、 7'7ンス)→ INM(77".1λ)→ NPL 

第 2フェーズ一一-NPL→ CSMU( fェコ知〆打)→ CSIRO(トストラリ了)→ NIST(USA)

→ NPL 

第 3フェーズ一一一 NPL→ NRLM(旦ヨリ→ ASMW(111m:ドイツ)→ PTB(旧凶ドイツ)

→ NPL 

(4 ) 比較内容 一一一 絶対圧力及びゲージ圧力におけ る トラ ンスファ際司主総

APGの発生圧力を各国際機探で直後比較測定する。ゲージ圧力及び絶此|圧力モー
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ドにおいて 11- 131 kPaの範囲で標準穏でカバーできる部分で実施する。比較は

10 kPaおきに圧力を上昇・下降させ測定して行く。これをゲージ庄、絶対圧それ

ぞれについて 2-4回繰り返す。標準器でカバーしきれない圧力は測定しなくても

よい。絶対圧力での比較のできない所ではゲージ圧モードのみで行う 。

(5 ) 測定評価項目 一一一 ピストン回転方向、真空計読み値、ピストン温度、

気温、標準器による発生圧力測定値、等である。

2. 5. 3 トランスファ標準器

(1 ) 本体(CSIRO提供) 一一一 軽合金製台、配管、ピストン回転機構、

ガラス製真空カバー、重錘力日除機械付き上蓋等よりなる。図 2-9に外観を示す。

a. ピストン・重錘回転機構 一一 ピストンは重錘懸架用の帽子と一体となって

いるが、レバー操作によって帽子の下部に回転ベルトが接触し、ピストンを回転さ

せる。回転速さは最高 1秒間に約 3回転である。 これらの操作は全て外部から行え

る。

b.重錘加除機構 一一 リングウェイトは支持爪の回転繰作で負荷数 O枚から

6枚まで調整できる。 これらの操作は全て外部から行えるc

( 2) ピストンシリンダ (NBS [現 NIST]提供) 一一一 米国 CEC社製ピ

ストンシリンダセット Ser.No. P-977，C-1716 有効断面積・約 0.8064cm2 有効

断面積の温度係数 21.6X 10 -6 /K 

(3 ) 重錘 (CSIRO提供) 一一一 自動加除装置対応形重録。

リングワェイト 約 164.47g X 6枚 リング Eクェイト N，¥j8gXl偲

バイアスウェイト 約 82.27g X 1個

(4 ) 真空計 (NPL提供) 一一一 英国エドワース社製ピラニ一真空~I

本体 Model812 Ser.No. 22308.15 

ゲージヘッド 2個 Headl沼田d2 (NPLの成績寄付き)

(5 ) 温度計 (NPL提供) 一一一 Edale 温度計 NO.3333 

センサプロープヘッド Probe 51， Probe 52 (NPLの成総書付き)

(6 ) トランスファ標準器に係わる準備作業 ーーー 比較作業を実絶する前に

ピストン及び重錘質量測定及びピストンシリンダ及びm絡の磁化試験 ・げi般作業、

を行った。ft:!i'iの測定結果を表 2-4に示す。 ピストンシリング及びlIU曜の般化試

験・消磁作業では、先ず磁気センサ、測定以による依気品11仏gを行い、信主*件U.ltが
0.1 Gaussを紹えるものは消磁コイルにて 0.1Gauss以下になるまでii'j般(1・%::-a:行つ

た。

a. llllJ定総 HP-3529A Magnetic Flux Gate (1 Gauss/Amp)、

HP-428B DC Milliammeter。

b 結果: ピストン P-977 ; 0.05 Gauss以下。 シリンダ c-1716 ; 0.03 Gauss以

- 33 -



図 2-9 国際比般用トランスファ標準採
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表 2-4 トランスファ標準器の重錘質量の測定結果

名称 ・番号 計量研担11定値 NPLの4直

ピストン P-977 86.61881 (g) 86.61971 

リングウェイト no.1 1 64. 4 686 9 1 64. 4 685 9 

リングウェイト no.2 164.46972 164.46966 

リングウェイ トno.3 164.46950 1 64. 4 6 941 

リングウェイト no.4 1 64. 471 0 2 1 64. 470 7 8 

リングウェイト no.5 1 64. 4 7 068 1 64. 4 7 061 

リングウェイト no.6 1 64. 4 6 785 1 64. 4 6 7 7 4 

リング Eウェイト 7.99918 7. 99937 

パイアスウェイ卜 82.23548 82.23549 

注) N P Lの操作実施ノートに従いピストンの密度を3.900g/cm3、ウェイトの密度を 7.84 

g/cm3とした。
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下。重錘(ウェイト) ; {可れも 0.01Gauss以下。

2. 5. 4 日本国圧力標準器

比較に用いる標準器としては、光波干渉式標4主気圧計 3号機を用いて行った。原

~H持造は図 2 -1に、主な仕傑を表 2-5に示す。

試験に先立って精度確認のため以下の点を再チェックした。

( 1) レーザ測長器周波数計測 一一一 ょう素安定化He-Neレーザを用い

たレーザ測長器の周波数測定結果は、 f H P = 0.632 991 436 :t 6 ppbであった。

(2 ) 白金抵抗温度計の校正 一一一 水の 3重点セノレにより測1昆ブリッジの値

付けを 1mKの精度で行った。

(3 ) 光学系のアライメント調整 一一一 光学系の調整により調整誤差による

測長誤差は 0.1ppm以下と評価される。

(4 ) 各種機能整備・調整 一一ー その他、配管や真空ポンプの整備等を行っ

た。

2. 5. 5 比較結果

( 1 ) 比較作業 一 原準器の測定可能圧力範囲は、 116kPaであるから、

以下の 2通りの重鋒の組合せについて比較測定を実施した。比較実験の装位構成を

図 2-10に示す。

① ピストン、 リング Eウェイト、リングウェイト no.1 ~ 5 

発生圧力の呼び値 11 kPa， 31 kPa， 51 kPa， 71 kPa， 91 kPa， 111 kPa。

② ピス トン、 リング Eクェイト、バイアスウェイト、リングウェイト no.1 ~ 4 

発生圧力の呼び値 21 kPa， 41 kPa， 61 kPa， 81 kPa， 101 kPao 

これら 2つの組合せをゲージ圧力と絶対圧力について夫々行った。また、各々の重

錘組合せについて 2~4 回往復測定を行った。

(2 ) 日本の比較校正結果 一一一 絶対圧力の重銭の組み合わせ①の場合の比

較試験の結果について表 2-6に例示する。有効|析而wの圧力による変化が低圧倒i

分で認められる。また、最高試験圧力(111.5 kPa )測定におけるゲージ圧と絶対

圧の有効断面般の比較試験結果を表 2ー 7に示す。不{而分散はそれぞれ 4.5ppmと

2.4 ppmであったが、両者の差は 33ppmも生じている。 この廷のJ]j!111としては、ピ

ストン回転による影響が考えられるが、 191らかではない。本:e;U{I;JE;lJ ~{を JIJ し、て í~f

た比較試験結果は表 2-8 に示す}r~ にまとめて〈中市研究所である災 {]I NPLにffi告

した。 トランスフ 7e;!jw r.:~の rUJf1'特性は絶対JJ二 ノJ モードにおいては 0.2 Pa以内で安

定していましたが、ゲージ圧力モードにおいては発生圧力が不Z<'i.E -(' j:':j 1:8皮のe;uw
総でその変動する圧力を測定することは非'~Î~' に縦しかった。 これはぷ'i-' のばらつき

の項の数値によく表れている。
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表 2 -5 光波干渉式標準圧力計の仕様性能

測定圧力

圧力媒体

圧力測定範囲

不確かさ

気体のゲージ圧力または絶対圧力

水銀に対して不活性な気体(普通窒素を用いる)

0-116kPa(870mmHg) 

Type A 0.13<t>Px 1. 2E-6 Pa (0. 18Pa at latm) 

Type B I O. 05<+>Px2. lE-6 Pa (0. 22Pa at latm) 

0.14<+>Px2.4E-6 Pa (0.28Pa at latm) 

記号付〉 は2釆和の平方の計算を意味する。
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表2-6 国際比較の試験結果例 (例 Abs-:I-2についての測定結巣)

番 呼称圧 質量 発生圧力 有効断面積 温度 T 有効断面続

号 [kPa] [g] [kg/m' ] Ae at T'C ['C] Ae at 20'C 

x 10-'m' x 10-'m' 

11.5 94.618 1173.342 8.063975 20. 30 8. 063922 

2 31.5 259. 0867 3212.914 8.063916 20.34 8.063857 

3 51.5 423.5564 5252. 521 8. 063868 20.42 8. 063795 

4 51. 5 423. 5564 5252. 560 8. 063808 20. 10 8. 063791 

5 71. 5 588. 0259 7292. 143 8. 063829 20. 10 8.063811 

6 91. 5 752.4969 9331.741 8. 063842 20. 12 8. 063821 

7 I 111.5 916.9676 11371. 346 8.063844 20. 16 8.063816 

8 I 111. 5 916.9676 11371. 325 8. 063859 20.20 8. 063825 

91.5 752.4969 9331.726 8. 063856 20.23 8.063816 

10 71. 5 588. 0259 7292. 109 8. 063866 20.23 8. 063826 

II 51. 5 423.5564 5252.515 8.063878 20.23 8. 063838 

12 31.5 259.0867 3212.950 8. 063826 20.23 8. 063786 

13 11. 5 94.6180 1173.351 8.063914 20.24 8. 063872 
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表 2-7 国際比較有効断而駁評価結巣

ゲージ圧 絶対圧

番号 有効断面積 [x 1 O-'m' 1 窃;弓 有効住rr面積 :x 10 'm' 1 

①一l 8.063513 ①ーl 8. 063791 

①-2 8. 063592 ① 2 8.063820 

①-3 8. 063490 ①-3 8.063802 

①-4 8.063575 ②ーl 8.063835 

②一l 8.063572 ②-2 8.063837 

②-2 8. 063526 ②-3 8.063804 

②-3 8.063573 

②-4 8.063557 

平均 8.063550 平均 8.063815 

不偏分散 [0.000036(4.5ppm)] 不備分散 [0.000019(2.4ppm)] 

注 1)①②は、重銭組合せ番号、 1. -2.・・・は試行回数。

注2)ゲージ圧と絶対圧の有効断而肢の差は、約 33 ppmである 。



表 2-8 CCM主催国際比較における日本の結果報告占

(a) Observation surnmary and analysis sheet for absolute mode. 

8IPW INTERNATJONAL INTERCOMPARISON IN  THE  MEDIUM-PRESSURE  RANGE 

Ob..r1'lItion・.....'"・nd・n.ly・1・・M・t，ABSOIm.・0<10.

陶園。tpart1c1patin9 laboratoryl M叫 10n.lR818arch Lebor.tory ot陶 troloqy(T・ukuba，Jap・n)
，.... ol Scl・ntl・色 r・・p。拘・101・!or lntec:co・p・r1.onlAklra 00lwII 

ゐ出z・・・ 01.put1clp・tlngolab。四回ry. .・chanlcal"・t.rolO9l'0・P・rtnJnt，Hatlonal R"I・u:cht.aboratory of Met.roloqy 

1.‘， U_富。nol-cha.e， T・ukub・-・hl，Ib・rakl305 JAPAJII. 

Latitud・.3‘・ 03・22.'. north. LonCJl色ud・.1‘。・ 0・'22.5・..・，.K・19ht・bov._・n・・・ I・v・1・... 
vdu・。t9. th・occ・I・ratlondu. to 9raylty' at Standard， ，・""'31.・ 2 (_011.田・d). at Tranat8q '.799・902...・-2 (calcula包・d)

6t.ndazd u・edby ~rtlc1p • .ntl Intarf.r蜘同町1c回rcury国向。-baro・・t.r (typ・3)

T<・R・E・g・tandard.pl・ton/cyl1nd・z・・r1.1nu・b・z・Pl 191'7 IC2 11716 

Unc・z包.aintl.. E・・・E ・valu..回目・c'ed回包ran.t.r.tandaJ:d白'_1・v・1./p・120t.9-9.80“s 

Wt.c由"でニペ mhmJ:コ n十|:::Ld|::Lnd| ニ同 12nmt|::::ot| ロ-Rv.127ニ~.I こ:了u
ー-ー..・+ー ーー------ーーー..ー・..ー・噌酔ーーーー， 'ー----ーー ーーーーーーー.ーーーーーーーー ー噌._-----ー----ーーー ーーーーー・・.--------ー・ー・ーー..植岨・ーーーー骨骨.
I 11 。.'0 0.19 • 11506.62 11506.55 0.01 11501j.61 11'由6.51 O.ロ4 0.06 11506.5' 

18' '1 0.20 0.19 • 21501.43 21501.33 0.11 21501.3・21501.3目 0.00 0.11 21501.3・
Zφ1 31 0.20 0.20 • 31508.11 3150掴.17 -0.04 31508.18 31508.11 0.08 0.08 31508.14 

E目，.ト1 ‘1 
0.20 。.21 • 41508.97 41.508.86 0.11 41.508.88 41.508.95 -0.06 0.14 41.50目.冒1

l+t2 '1 0.20 0.22 • 51509.81 5150'.69 0.12 5150'.18 5150'.72 0.05 0.14 5150'.15 

182..-12 ‘1 
0.21 0.23 8 61510.54 61510.53 0.01 61510.52 61510.56 -0.04 0.08 61.510.54 

1+123 71 0.21 0.24 • 71511.5自11511.34 0.23 71511.41 11511.4.5 0.01 0.15 11.511.46 

'"φ123 Ol 0.22 0.25 8 81512.28 81512.05 。.2J目1512.14 81512.lJ -0.05 0.18 自1512.16
1+1234 01 0.22 0.26 s '1513.20 91513.2' -0.10 91513.26 冒1513.23 0.02 0.08 91.513.24 

IB2+11J4 101 0.23 0.28 01.513.87 01513.96 -0.10 01.513.91 01513.92 -0.01 0.10 01513.9l 

1+123'5 111 0.24 0.2' 11515.10 11515.08 0.02 11.515.10 1151.5.08 0.02 0.11 11.51.5.0' 

(b) Observation summary and analysis sheet for gauge mode. 

81PM INTERNATIONAL INTERCOMPARISON IN THE  MEDIUM-PRESSURE RANGE 

Ob..rvat:lon・-・ryand・naly・1・・M・t，GAUGE .ade. 

h圃。fpart:lc1pat:1nq 1aboratoryl HatJ.ona1 Reaaarch Labor.同町 d 嗣t:rology (Taukuba， .J・P・叫
H.凪.a of Sc1・n"・， r・.pon・1blefor 1n色・rco.p・rJ..onl Ak1.ra 001w. 

Addr・..of part:1c1pat1nq l.bor・tOryl Xechan1c.1 K・乞roloqyD・p・rt.M8nt，I・at1on.lRa.earch Labor・乞。Eγ 。tMatroloqy 

1-'， 1J冨・..ono1-cha-e， T・U>ub‘-.h.1， lbarak1. 305 .JII.1'AH. 

t.aUtudal 3" 03'22.7. north. LonqJ.tud・.1・0・0・・22.S" ea・，.H・1qM・bo.・・..n・・.1・v・1・1. • 

Valu・ot:q， th・・cc・I・rat10ndu. to qr・vlt.y' at Standard; ，・1!!IU911..・， (嗣・・ur・d)，at 'I'ran.t:・r; 9.199“0'・・-，【c・h:u1at・d)
Standard ulod by part.lclpantl Int.rt:.開園町1<同 rcu可 _no-ba.rcx曲 ter(町凹 3)

tran.tar ・tandu:dpl・ton/cyllndar・・r1・ln'"・rI P2 "11 /C2 ・171‘

Unc・rt.alntle. 四H 山・ va1ue.corrected to t.ran・E・ratandard. datua 1・v・1./P. 120'(; ，9・'““町|

町 山lt:;"lmhma 121;ょ|::::M|:::.MlJ二回 12Lt|:::nm|口;M|21:!こ::“
11 O.l!!I O.l!!I 12 l1S0]. S8 1150].58 0.00 1150].61 1150].50 0.11 0.15 1150].51 ..， 21 O.l!!I 0.19 12 21S02.10 21S02.!i16 -0.26 21502.12 21.502.自4 -0.01 0.26 ，，，口2.13

z・1 '1 。.19 0.20 12 31504.63 31504. 41 0.21 ]1.504.42 ll504.62 -0.1' 1.00 31504.52 

182+1 

" 0.20 0.20 12 '"由4.24 41504.35 -0.11 4lS04.03 41504.56 -0.53 1.20 41504.29 

1+12 '1 0.20 0.21 12 5150].65 51502.81 0.7自SI50].15 5lS03.11 -0.23 。“ S1.503.21 

182+12 ‘2 
0.20 0.22 12 61501.85 61501.n -0.12 61501.骨4 61501.89 0.0‘ 0." ‘1501.!iIl 

車+U3 、1 0.21 。." l' 11503.32 '1501.自3 1.49 11502.51 11502.64 -0.14 1.10 11.502.5・
182+123 81 0.21 0.25 l' 自1501.69 81501.52 自.18 自"白1.62 自1501.‘。 0.02 0.51 11501.‘1 
h12H .. 0.22 。.26 12 91502. ." !iI1501.23 1.5] !!Il502.11 !iIl501.13 0.35 1.31 !iIl502.0白
182+1234 101 0.23 0.28 12 01S01.15 01500.'自 0.11 01501.02 01501.11 -0.白曹 0.32 OlS01.01 

且+12345 111 。.23 O.2!iI 12 l1S00.ll 11500.SS 。.27 llSOO.12 11500.66 0.06 0.11 llS00.U 
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(3 ) 各国の結果の比較 一一一 1994年 4月に Metrologia(23)にて報告された

結果を図 2-1 1及び図 2-1 2に示す。参加機関及びその保有する標準器につい

て表 2-9に示す。縦軸は比較のため各々の測定結果から計算したピストンシリン

ダーの有効断面積を用いているが、ブラインド試験であるので数値は記されていな

い。この中で計量研究所はJで表されている。

2. 6 結言

本章では、光波干渉式標準気圧計の 3号機の開発について述べた。 これは、 2号

機の持つ欠点を及び問題点を解決し、機能・精度ともを大幅に改善することに成功

したものである。主たる特徴について以下に記す。

(1 )旧標準圧力計(ISB-2)の 100kPaにおける計測不確かさが、 0.73Paであ

ったところを、新標準圧力計 (ISB-3)では、 0.28Paと半減させることに成功し

た。

(2 )屈折率の補償機構により、光波干渉を用いながら屈折率の術正を不要のもの

とすることに成功した。この機構の適用は、 U字管圧力計では世界的に初めての試

みであり、光波及びレーザ干渉式のU字管圧力計の高精度化に対する有力な徒案で

ある。この機構により、非測定圧力媒体として水銀に対して不活性な気体であれば

任意のものを使用することが出来るようになった。

(3 )抑l長部にレーザ干渉測長続を用いて、その光山"を水銀函検出用のマイケ/レソ

ン干渉計の光軸と同一にすることにより、 AbbeのiJllJ長誤差を最小限のものとする

ことができた。

(4 )温度計測、真空排気等の周辺技術を改善することにより、容易に向精度を実

~できるようにした。

(5 )国際度量衡委員会の主催する国|祭比較に参加lし、 100 kPa絶対圧力の計UlIJで

主要先進国との偏差 2~ 3 ppm 以内という、満足すべきがn+~:を得た。
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第 3章 無回転ピストン安定化機構を用いる次世代ピストン圧力計川 .山

3. 1 緒言

重錘型圧力計は、一般に、ピストン・シリンダとピストン上部に加えられる重鋒

により構成され、ピストン上下問の圧力差によりピストンと霊錘に働く 重力を支え

平衡させる構造を持つ問 。精度と安定性が良いため、圧力標準採として用いられる

川 。動作中は、ピストンとシリンダは、相互の機械的接触を避けるため相対的に回

転させる。この回転によりピストンとシリンダの隙聞には粘性流動が生じ、これが

潤滑の役割を果たし、ピストン表面に関心力を及ぼす{町 。回転が止まると普通ピス

トンとシリンダは接触し、安定した測定はできなくなる。すなわち、重量重形圧力計

にこの回転は不可欠である。 しかしながら、次に示すように回転に起因する問題点

が指摘されている。

( 1 )回転を起動しまた維持するためには、外力に頼らねばならず、この外力が圧

力に対する乱れの原因となる。また、回転部分の回転ノくランスの小さな偏りによっ

ても回転に同期する圧力値の変動が生ずる問。

( 2 )回転速度が速い場合、回転するピストンと重錘のために周りの空気がかき混

ぜられ、その相互作用の結果、重錘部にカを受ける 《円。

( 3 )ピストン上部に載せる重錘質量が噌すにつれてピストンを傾けるカが地し、

不安定になる。

(4 )ピストン・シリンダの隙間の粘性脱線により回転に伴う発熱が生じ、lIut度上

昇をもたらす。滋度上昇により、ピストン・シ リンダの有効断面積が変化する 問 。

( 5) 11!:錘重量が大きくなると、重錘をピストンと 一緒に回転させることが難しく

なるため、ピストンまたはシリンダのみを回'1去させる複雑な回転機怖を係用する必

要がある 問 。

以上の問題点は、回転無しでピストン ・シリンダが安定に保持できれば解決可能

なものである 。 すなわち、 1!!~回転化により貫録}r~圧力百|の町村I変化、向性能化、簡

潔化が!Olf寺できる。そこで、ピストンを回転させないでも7iAにシ リンダの'1'火に

保持する機仰について検討し、新たに 1!!~回転ピストン安定化機併を考案した ( 1 0) • 

(l 1)。これはピストンシリンダの阿:(I1IJに小さなテーパを設けることにより隙川を流

れる煤体の流体力学的な効県により自動訓心機能を持たせるも のである。その考え

をもとに、シングルテーパ ・シリンダによる無回転ピストン式蛍銭形圧力計のIlH発
を行った川.山。

-48 -



更に、無回転でピストンをシリンダ内で機械的に後触させないで保持することが

可能になれば、従来の重力と圧力を釣り合わせる方法以外の応用技術が考えられる。

例えば、電子天秤等の高感度検出装置と組み合わせる等の手法である。過去におい

て既にピストンシリンダと電子天秤を組み合わせた例がふたつほど存在するがこれ

はピストンをモータで回転駆動させており、その機構は複雑で、調整も難しい(13) • 

H 川・ (15にまた、モータ駆動に伴う擾乱があり、常に 0.5~ 1 Paのノイズ変動が

ある。フィルタにより見かけの分解能を良くしているが、母良の状態で 0.4 Paの

不確かさは避けられない。無回転ピストン機併を応用すればこれらの機構上の困難

はなくなり、また分解能や安定度も絡段に改善が見込める。特に微少な圧力の測定

には大きなメリットがある。そこで無回転ピストン機構を電子天秤と組み合わせる

技術を検討し、ダブルテーパ ・シリンダによるピストン保持機併を考案した H 町。

これは前述のシングルテーパ・シリンダによる安定化機構を発展させたものである。

3. 2 無回転ピストン安定化機構を用いる重錘型圧力計

ーシングルテーパ・シリンダの場合一

3. 2. 1 無回転安定化機構

無回転安定化機構を実現するために必要なことは、次のふたつの点であると考え

る。ひとつは、ピス トン・シリンダがそれ自身で翻心機能を持つことで、これは本

安定化機構の中心的原理となる。他のひとつは、ピストンに懸かる重錘の抵心を正

確にピストン駒hの延長線上に保持することで、これは、圧力と重力の平衡を本質的

に安定なカ学系として実現しようとするものである。以下前者の具体的実現法につ

いて述べる。

3. 2. 1. 1 安定化機構の動作原理

!!!~回転安定化機怖の特徴は、ピストン ・ シリンダの何日間の流体の流れによって自

動的に翻心機能が生じるようにするところにある。そのために、 Ilj:Wllの形状を低圧

側で狭く高圧側で広いテーパ状にすることを考案した。図 3-1は、ピストンはn'(

円筒で、シリングーにテーパを設けた場合である。ピストンが疋!ilHにシリングの'1'

心桐h上にあるとして、似合的上仰のlij:WllをO.a 、下~^tの自~lltl l をÓ. bとする。テーパ

が付いているから、O.aくo.b である 。 羽毛通の気体JII の m$U~圧力計に使われてい

るピストン ・ シリンダの lij:Wll の大きさは、 1 ~2μm であるからテーパの大き さ

もミクロンオーダーの小さなものとなるが、図 3ー lでは、山併のために符張して

書いである。その動作原理を図 3-2によって説明する。



高圧力側 寸い

図 3-1 1!l~回 '1ほピストン安定化機情説明図
(ピストン・シリンダ形状概念)



(a) 偏心または平行移動 (b) 回転または領斜

図 3-2 ピス ト ンの~.!J.;もの変化
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ピストン・ シリンダ聞の隙聞を満たす圧力媒体は、ピスト ン上下の圧力差により

図中の下から上に向かつて流れている。隙間内の流れ及び圧力分布は、隙聞の形状、

すなわち、シリンダ内でのピストンの姿勢によ って変化する。 ピストンの姿勢変化

を図 3- 2にある様に平行移動または偏心(図 3- 2 ( a ))と回転または傾斜

(図 3ー 2( b ))に分けて考えてみる。

偏心の場合図 3ー 2( a )のように右 (e=0)の方向に移動したとすると、右

(e =0) の部分ではシリンダ上部で隊問が絞られ、テーパ度が大きくなるため、

圧力が増加する。逆に左 (e=π) の部分では、テーパの影響が小さくなり、圧力

は減少する。結果として、右から左へ偏心を戻す方向に圧力が作用する。偏心の大

きさをピストン軸の中心軸からの偏差Aε で表すと、 tJ.，はtJ.aより大きくはなら

ない。

傾斜の場合図 3-2 ( b )のようにピストンがその中心のまわりに右方向に回転

したとすると、右上部の絞りが大きく偏心の場合と同様に右側での圧力が上昇し、

左側での圧力が減少する。これは、ヒ.ストンの回転中心の上側では傾斜を戻す方向

であるが、下側では傾斜を増す方向である。 ピストン中央より上似11と下側での圧力

変化を比較すると、上側での変化の方が下側より大きいと恩われるから、結果とし

て傾斜を戻す方向にモーメントが働く 。傾斜の大きさを飯合部上端での軸の偏差

tJ. ，で表すと、tJ.，は tJ.aより大きくはならない。

3. 2. 1. 2 安定化カの数値計算

非対称なテーパ状の隙聞を流れる流体の圧力分布を解析的に求めるのは難しいた

め、計算機を用いて数値計算シミュレーションによって傑々なピストン姿勢におけ

る隙間の圧力分布を求めた。

簡単のため、直円筒のピストン表而上に円筒座標系を図 3-1のように設け、座

標中心がピストン ・シリンダの似合官官の中心にくるようにする。何:(f:JJの大きさがピ

ストン ・シリンダ径に比べ充分小さいとすると、圧力分布は座標 (z， 0 )の関数

p (z， e )で表される。また、ピストン表面に働く圧力は、その部分の政記長ベクト

ノレn (1 n I =1)を用いて、 p • n (z， 0 )と表される。圧力分布の侃りを評fllfi

するために、ある向さ zでピス トンに働 く圧力ベクトル f， (z)を次式 (3-1)で定議

する。

fパz)=くDp . n (z， 0 ) d 0 

，J 0 

(3-1) 

ピストンに働く並進力 F，と似合fmの中心点に刻する回転モーメント M，は圧力ベ

クトノレ f， (z)をmいて、式 (3-2)のように表せる。



(3-2) 

-112 

もしピストンが正しくシリンダの中心にあれば、周方向での偏りはなく、 f， (z)= 

Oになる。よって F，= M， =0となり、ピストンの姿勢を変えるカは働かない。

流体方程式を数値計算によって解くために次の仮定を設けた。

(a)流体はピストン ・シリンダ表面では、滑らないとする。気体は、その種類と圧

力状態によって「滑り Jの現象があるが、簡単のため滑らないと仮定する。

(b)流体は非圧縮性であるとする。気{本は圧縮性をもつが、非圧縮性を仮定すると、

圧力差の大きさに関係なく流れが相似になり、結果が比較し易くなるためである。

(c)粘度は一定とする。発熱などの影響は考慮、していない。

計算は、 (z， 8 )の[:t1， 2π]の範囲を 100x 100のメッシュに分割して行い、

圧力分布を求めた。結果は、平進カ F，と回転モーメントM，によって表されるが、

一般性を持たせるため、ピストン ・シリンダと差圧の大きさに彫響されないように、

式。-3)で示すように規俗化する。

F， ' = F B 

2πr 1 d. p 

M，' = M， 
(3-3) 

2πr l' d. p 

ここで、 rはピストンシ リンダの半径、 lは飯合部の長さ、 d.pは圧力差である。

偏心及び傾斜の大きさは、上部隊合部の隙間の変化:!il;d.，及びAιで表され、 。

から d.aまでの範囲で変化し得るから、d.aで正規化 し、それぞれ E、 Lで表す。

また、テーパの程度をテーパ度 tで表 し、ピストン ・シリンダ上部と下部のsj;(iliJd. 

a， d. bの比とする。

ε= d. ， / d. a， ， = d. ， / d. a， (3-4) 

t= d.b/d.a 

仮定と条例:により隙問の流れのパターンは、テーパIjtt、偏心正、または傾斜 t

を与えると決まり、そのi足~*正規化 された並illijJ F 〆 、回転モーメン卜 M，' が求

まる。圧力差、ピストンシ リンダの大きさ、出:wnの大きさ、 li司心や傾斜の程度につ

いては正規化されているので、式 (3-3)及び式 (3-4)により換算すればよいa
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テーパ度 t=2の場合に、{扇心 tと傾斜 zを変化させたときの並進力 F，'と回転

モーメントM，'の変化を図 3-3に示す=偏心させた場合(図 3-3 (a))、ピ

ストンを中央に戻す復元カとして平i主力 F，があると同時に、狭まった上部隊:簡を

広げる方向に回転モーメント M，が生じる， F，、 M，共に偏心 εの大きさにほぼ比

例して泊加している。傾斜の場合(図 3-3 (b))でもほぼ伺じ傾向であるが、並

進カ F，'、回転モーメントM，' 共に偏心の場合の 3.5~ 3.9倍である。これは、

傾斜による隙聞の形状の変化が偏心の場合よりも大きいからと思われる。

次いで、テーパ度を変化させた場合の復元カの変化を図 3-4に示す。比較のた

め偏心 εと傾斜 ιは 0.5とした。偏心による並進力 F，ー εと傾斜による回転モーメ

ント M，一 ι は復元力であり、テーパ度 5~7 の聞で最大値をとる。また、{腐心に

よる回転モーメントM，ー εと傾斜による並進力 F，ー ιは、直接復元カにはならな

い力であるが、テーパ度に従って指数関数的に変化繍減する。

実際のピストンの動きを考えると、偏心と傾斜が複合した姿勢となっているはず

であり、あるアンバランスによって生ずる傾きは、傾斜のみで考えた場合よりも大

きくなると考えられる。また、復元カ及び調心力は飯合部上端の絞られた付近の圧

力変化により発生するものであるから、ピストンは飯合部上端部分でより強く拘束

されていると思われる。よって実際の傾斜中心はより上端に近いところにあること

が想像される。その場合、閉じ傾斜角でも絞りの程度は小さくなるから復元カも小

さなものとなるはずである。

3. 2. 2 試作装置

開発試作した装置の構成概念図を図 3-5に、全体の写真を図 3-6に示す。ま

た、主たる仕傑を表 3ー1に示す。 ピストン上商には、円筒相子状の荷量釣り下げ

枠が絞り、この釣り下げ枠の下部には、重鐙懸架部が取り付けられている。シリン

ダ部分は、この荷重釣り下げ枠の中にあるが、ピストンが回転しないので枠に開け

られた穴を通して支柱で支えられている。枠の上部には、バランス制整用の 4本の

腕が績に出ている。

各部の詳細lを以下に説明する。

3. 2. 2. 1 ピストン ・シリンダ部

試作したピストン・シリングの}r~;j}\寸法測定の紡以ーを図 3 ー 7 に示す。 ðllJil:は、

ゲージ・プロックとの比較測定により行ったロ ピストン外1-f及びシリングの内径の

allJ定不確かさは、それぞれ:t0.1μm及び:t0.2μmであり、山門JJrI士、どちらも

0.05μm以下であった。

-54 -



ミz
、

c.n
 

I
~
 

R
 

矧
I

5
 

7倒 ム
J

、ャ
ー 黙 阿
2.
5

0
.2
5

 
0
.5 

0
.7
5

 

正
規

化
し

た
偏

心
ε

(a
) 

偏
，
心
に
対
す
る
復
元
力

ーι ，¥ 

~:t 
I
 I
 jノ

5

j
j

E
 

図
3
-
3

ピ
ス

ト
ン

復
元

力
の

数
値

計
算

結
果

例
(

テ
ー

パ
度

1=
2
の

場
合

)



X 10-3 

l'ご

R
d

ハU

門

h
刻
割
以
干
則
松
川
間

XlO-3 

25 5 
f頃斜による回転モーメン卜 Mp-<

20 4 .. 
lミ

ム

入

司

lw福
田
ど
駁
同

コd

5 

3 5 7 9 11 

テー/~度 t

図 3-4 テーパ皮を変えた11.')のピストン復)"GjJの変化

(偏心 ε=0.5，傾斜 L=0の141介と、 iliii心 f =0， {Iぱl来:い =0.5の似合)

- 56 -



〈正ヨーマ
オートコリメータ

支柱

図3ー 5 試作した l!l~回転ピストン式市wr;'!圧力，11 の~，Ym概念

巧

r
p
h
d
 



図 3-6 1!理回転ピストン式重鈍型圧力日|ーの外観

-58 -



表 3ー l 試作 した無回転式重錘形圧力計の主な仕様

圧力媒体 空気、窒素など不活性気体

圧力測定範囲 O.5-4xlO' Pa 

有効断面積 6 cm' 

不確かさ 9 ppm 



--

3. 2. 2. 2 重錘懸架部

ピストン、荷量釣り下げ枠及び重鋒懸架部の質量は、 3kgに調整しであり、その

下に 3kgの重鐙が 7枚吊り下げられる構造になっている。重鐙は、直径 1mmゅの

棒で吊り下げられ、この棒の先端を懸架する部分の位置は、図 3-8で示されるよ

うに、 7 イクロメータで微調整可能になっているs この機構によりピストンの中心

軸の延長上に正確に重錘の荷重点を配置することができる。

3. 2. 2. 3 ピストン姿勢モニタ部

ピストンの上端面は鏡面に研磨加工されており、図 3-5に示すように、オート

コリメータによってピストンの傾きが:t1秒の分解能で観測モニタでき るようにし

てある。自由液体面を基準にするとピストンとシリンダの鉛直度も測定調整するこ

とが可能である。その様子を図 3-9に示す。ピストンはシリンダ内で:t7秒傾け

ることが可能であり、その中心がシリンダの中心方向に対応する。しかし、ピスト

ンの中心軸の方向と鋭端面の方向が一致していないので、そのずれを評価するため

に、ピストンの回転姿勢を 90度づっ変えて 4姿勢についてそれぞれ可動傾斜範囲

を求めることにより真のシリンダ方向を求めることができる。図 3-9によると、

ピストンの剥l方向と端商の方向はおよそ 15秒ずれていることが解る。

3. 2. 3 結果

3. 2. 3. 1 動作状態

試作装置はバランス調整を適切に行うことにより期待遇りの動作をすることが確

かめられた。翻心機能を実現するための調整手順を以下に示す。

( 1) 3.3で述べた方法によりシ リンダの軸方向を鉛直に調整する。

(2 )重錘を懸架しない状態でバランス用腕の小分銅により浮揚状態を実現し、ピ

ストン輸が鉛直になるように調整する。

(3 )重錘を懸架する。ピストンの姿勢の乱れをオートコリメータにより観察し、

懸架位置を制整するマイクロメータによりピストンが鉛直になるまで調整する。

以上の手)1闘によりバランス制整を行う。ひと度開設が為されれば、安定な浮鋤状態

は容易にはWIれない。

ピストンは:t 3 秒の傾き範囲内で浮働状が維持され、何iきが 3 秒を~える l~\のア

ンバランスが加えられると、数秒で傾きが地しシリンダに接触するに至る。尖際の

復元カの回転モーメントM，をバランス用の小分銅によって測定したところ傾斜角

度と回転モーメントは比例し、差圧d.Pが 1x 10
5 
Pa (約 1kgilcm ')のとき、 8.

3 x 10 -3 N.uν秒 (85 gf・cm!秒)であった。この大きさは、筆圧すなわち懸架す

る丞錘:!il:に比例して大きくなる。この回転モーメントの大きさは数値計算シミュレ

ーションによる傾斜のみの場合の結果と比較すると 5分の 1位の大きさになる。
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( a )ピストン頂部の構造(鏡面にした端面及びバランス用分銅)

(b) 丞飯沼:架部の吊り下げ'I~h微訓機十件

図 3-8 試作した圧力計のバランス制整機十時
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図3-9 ピストン傾斜角度の測定結果

小さな 4つの円がシリンダ内でのピストンの傾き純四をあらわす。

大きな円はピストンm部焔商の方向とシリンダ軸との方向のズレに

よって生じたもので、その中心点がシリンダ制lの方向になる。



3. 2. 3. 2 試作装置の性能

感度と安定度について調べた結果を図 3- 1 0に示す。圧力変動のモニタ測定に

は水晶振動子式の圧力変換器(Paro-scientific社製 )を用いた。測定範囲は、

800 mmHgで分解能が 0.26Pa (2μmHg) なので、これ以下の変動については測

定不能である。図 3-10は、各量の微小分銅をピストン上に載せ、モニタ圧力計

の表示変化をプロットしたものである。試作重鋒形圧力計はモニタ圧力計の分解能

以下まで感度があることが解る。また、図 3-1 1に加圧直後 30分間のモニタ圧

力計指示値をプロットしてみた。 10ppmオーダーでヒステレシスがあることが解

る。その後、モニタの出力が安定してから、ピストンのレベルを変えてモニタ出力

を見た結果が図 3-1 2である。モニタ最小分解能以内で同じ圧力値を発生してい

ることが解る。一般の空気式重鐙形圧力計では 1Pa(8μmHρ もの回転に伴う変動

があることから見ると、開発した重鋒型圧力計は安定度が絡段に良いといえる。

3. 3 無回転ピストン安定化機構を用いる差動微差圧計

ダブルテーパ・シリンダの場合一

3. 3. 1 微差圧測定の必要性

半導体産業をはじめ関連各業界では、製造工程内でより精密なガス流の計担IJ制御

技術に対する要求が増えている。一例としては、化学蒸着伎術(CVD [ Chemical 

Vapor Deposition) )や気相エッチング(DE [Dry Etching] )などがある。 このよう

な要求に応えるために段も重要な要素伎術の一つが 0.1Paから 100Paの範凶の微

圧・微小差庄の精密測定伎術である。当該分野の微小差圧測定には、 一般に、静電

容量式隔膜圧力計(CDG [Capacitance Diaphragm Gage) )が用いられている。 CDG

は基本的に差圧測定器であり、参照圧側を真空に排気する事により絶対圧の測定も

可能となる。測定範囲のレンジアピリティは、約3桁と高く、 1Paから 10'Paの

圧力を 0.01%の分解能で測定でき、 l在i向感度は 1mPa以下である。また、最高グ

レードの圧力計は、精度 0.1%以下を主張している。 しかし、校正基準となる標準

認が無し、ため、この精度を確保することは、低圧力になるに従って難しくなる川町 。

本報告で紹介する新しい形の空気式m~型圧力 iil. (APG[Air Piston Gauge) )は、

微小な差圧と絶対圧の向感度かつ商品'irJl'の引制限司自と成ることを予定・しているもの

であり、これは精密な CDGの要求に充分応えることができるものである。
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3. 3. 2 計測動作原理

一般的な APGを微小圧力計測に用いるには、二つの決定的な問題がある。一つ

は測定下限がピストンの重量で制限されるということであり、他の一つはピストン

・シリンダの棺対的回転による発生圧力の変動である。この回転は、ピストンシリ

ンダの相互の接触を防ぐために導入され、隙聞の流体の潤滑効果を利用するもので

ある。 ピストン重量による下限は、一般に数 kPaである。また、回転に伴う圧力の

優乱は、一般に 0.1Paを越える。

これらの欠点を補償するために、新たに開発された APGには、特別に二つの機

構を設けた。一つは、ピストン重量の平衡補償機俗であり、機械式の等比天秤を用

いた。他の一つは、安定化ピストン保持機構であり、無回転ピストン安定化システ

ム U 引の応用である。

3. 3. 2. 1 重量得償機構

ピストンの重量を補償するために、機械式の等比天秤を用いた。シリンダ内に置

かれたピストンは天秤の一方の端に吊り下げられ、他の端には同じ材質質量を持つ

ダミーのピストンが吊り下げられる。もし一般的な APGに適用する場合を考える

とピストンは潤滑のために回転しており、このピストンを天秤に吊り下げることは、

非常に難しい。天秤を使うこのような重量補償機併を採用できたのは、この後で述

べる無回転でも機能するピストンシリンダ機構を開発し、これと組み合わせたから

である。

3. 3. 2. 2 無回転ピストン機構

既に、回転しなくてもピストンシリンダの接触を防げる無回転ピストン安定化機

構を開発し、 APGに応用する技術を有している H叫. (1 1)。その主要な動作原理は、

図 3-1に示すような、小さなテーパ状の隙間を持つピストンシリンダで説明され

る。隙間の大きい方は高圧側、小さい方は低圧側に向いている。 3.2.1.1節で説明

したように、この機併により、ピストンがシリンダーの中心からずれる動きをした

場合に、これを戻す求心的なカがピストン側而に作用し、ピストンはシリンダの中

心に保持される。先に開発した APGは、図 3-1に示すようなljl体のテーパ付き

ピストンシリンダを装備していた。動作は良好であり、求心復原力による安定化の

効果は、 APGに対して有効であることが日付ミめられた。また、彼[1j;ti)は)J1Iえた圧

力と中心位低からのピストンの変位に比例することが見いだされた。このことは、

圧力差が小さいほど復元カは小さくなることをなl床し、この APG は微小差l王 ~ I 測

には適さないことが解る。

そこで、微小差圧計d!IJを可能にするために二重テーパシリングを考案した。その

原理的情造を図 3-1 3に示す。これは一本のピストンが二つのテーパ付きシリン
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ダに員長合する構造を持つ。シリンダは隙間の広い自UJを向かい合わせて内側に配置し

ている。このシリングの聞に安定化のための加圧気体が導入され、隙聞を流れて、

先に単体のテーパ、ンリンダの場合に説明したのと問機にピストンを安定化する働き

を示すことが期待される。この効果は、 二つのシリンダ部分それぞれで起こるから、

ピストンは単テーパの場合に比して、より安定にシリンダ内に保持されることが期

待される。また、この効果はピストン両端の圧力が中央の安定化圧力より小さけれ

ば発揮される訳で、微小差圧の測定に適しているだけでなく、絶対圧への応用にも

有効である。

今回新たに開発した二重テーパシリンダの APGと先に開発した単テーパシリンダ

のAPGの設計値及び実験値を対比して表 3-2に示す。

3. 3. 3 装置の構造

装置の構造の概念図を図 3-14に示す。装置の全体システムはピストンシリン

ダ部、重量補償用等比天秤、圧力測定期電子天秤、天秤操作用マニュピレータ付き

真空チャンパ、及び排気ポンプである。

3. 3. 3. 1 ピストンシリンダ部

無回転ピストンシリンダ原理に基づいて図 3-15に示すようなピストンシリン

ダ部を設計・試作した。二つのテーパ付きシリンダはサポート用シリンダの中に焼

き場めで挿入固定し、それぞれの軸が一致するようにしてある。

3. 3. 3. 2 等比天秤と電子天秤

天秤の配置は図 3-14に示しであるが、等比天秤は一般的なナイフエッジの支

点及び、 10cmの長さの腕を持つ。 ピストンを吊るしている側の上部には連結俸が

付いており、電子天秤にぶら下がっている。電子天秤は、ザルトリウス社製モデル

1712MP8で、 160gまでの重量を O.lmgの感度で測定できる。この飯合天秤の椛造

により、ピストンに働く差庄のみを取り出して電子天秤で測定することができる。

3. 3. 3. 3 其空チャンパ

全ての機情的な部分は、 n空チャンパ内に納められる。工工空チャンパは、好降可

能なベノレ部分と被数の ICF-70フランジを持つカラ一部分より成る。ベノレ部分には

内部を観察できるように観測m窓が付いている。カラーのフランジには天抑傑作用

の7 ニュピレー夕、電気信号用ハーメチックシーノレが取り付けてある。jjI一気川のポ

ンプには、オイル鉱散ポンプ(ULVAC製モデノレ YH-500A)を用いている。
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表 3-2 シングルテーパ圧力計とダブルテーパ圧力計の設計仕様

ピストンシリンダーの設計項目 ダブルテーパ圧力計 シングルテーパ圧力計

有効断面積 1.9999cm' 6.0011cm' 

シリンダの長さ 37mmx2 70mm 

隙聞の大きさ(テーパ比) 0.55-2.8μm(5) 1.3-3.3μm(2.5) 

0.25-2.8μm(ll) 

復元力の目安 -0.06N (圧力 10・Pa) 0.025N'm(圧力 10'Pa)

隙間からの漏れ量 2x 10-'Pa.m'/s 1 x 10-'Pa.m' Is 

(圧力 10・Pa) (圧力 10'Pa)

圧力変動 < 10mPa く 50mPa
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3. 3. 4 考察

3. 3. 4. 1 ガス洩れ

APGの主要な特性の一つにピストンシリンダの隙聞からの一定のガスの流れ

(洩れ)がある。開発した APGについて言うと、洩れ速度は安定化圧力とライン

圧力との差圧h に比例している。安定化圧力 Psはピストンの傾きやピストンと二

つの天秤を結ぶ支点の鉛直性からのずれによって生ずるカに対抗してピストンの位

鐙を正す働きを目的と している。これらの調整を注意深くとることによって、安定

化圧力 Psは 10‘Paまで小さくすることが可能である。

ここで、グージ圧モードで使用することを考えると洩れ速度は無視できるほと'1)、

さいことが解る。 隙間の流れが粘性流で壁面での滑りが無いと仮定すると、 Psが

10‘Paの時、流量は約 2x 10 -6 Pa.m 3 /sになる。

絶対圧モードの場合、洩れたガスは真空チャンパの中で膨張するので、後れ速度は

無視できなし、かもしれない。しかし、ライン圧力も小さくなるのでガス密度も小さ

くなり(約 10分の 1)安定化圧力 Psが 10'Paの時、洩れ速度は 2x 10 -7 Pa.m 

3/Sになる。 n空チャンパを 1mPa以下の真空度に排気するためには排気速度は少

なくとも 2x 10 -， m 3/S以上なければならない。装置されている真空ポンプの排

気速度約 2m!sは、充分に大きいと言える。真空チャンバ内の圧力はむしろ排気配

管のコンダクタンスによって決まると考えられる。

この真空領威では、装置から、特に電子天秤からのガス放出が天秤の動作に与える

影響が無視し得ない。

3. 3. 4. 2 不確かさ の評価

この APGの計測不確かさについての現在の段階での評価を設計値と圧力変動の

測定値から行った結果を表 3-3に示す。 開発した空気式重錘型圧力計は 1Paから

8 kPaまでの微小圧力を差圧力を 15mPaまたは 0.01%の不確かさで測定可能であ

る。

3. 4 結 言

ピストン ・シリンダの隙間にテーパ状の傾斜分布を持たせることにより安定効果

を得る1!!¥回転安定化機桃を考案 し、そのシングル ・テーパ ・シリンダを迎mした1!!¥

回転ピストン式重鋒形圧力計を試作開発した。ピストン・シリンダの有効l研而仰は、

約 6cm 2であり、この重錘型圧力百|の圧力範聞は、 0.5~ 4 x 10 5 Paである。試

作庄カ計は以下の特長を備えている。

( 1 )回転に伴う外力が無いので 1ppm以下のオーダまで発生圧力が安定している。

( 2) 回転に起因する系統誤差、例えば発熱や対流による誤差などが発生しないe
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表 3-3 差jJi))ピス トン微差圧計の不確かさ

不確かさの原因 不確かさ (]σ 〉

圧力比例項. 不確かさ [Pa]x]O'/P

有効断面積 5 0 

重量測定 ] 0 

アラインメン 卜 2 0 

温度偏差 ] 0 

非圧力比例項 不確かさ [Pa]x]0 '/Pa 

圧力変動 ] 0 

重量iJlrj定 5 



--

(3 )回転させるための複雑な機構がいらないので、特に重錘金が大きい場合、重

錘懸架部の設計・製作が容易である。

(4 )ピストン・シリンダ聞の隙聞の流れが単純になるため有効断面積の評価など

の理論的解析が容易になる。

(5 )安定化カは差圧に比例するので重錘量を糟やしてもピストンの姿勢に変化が

なく、高圧領威でも安定化原理は有効である。

(6 )この無回転安定化機構は、これ以外の圧力領岐に対しても適用可能であり、

特に高圧力領域においては、重錘懸架方式の設計に大きな利点がある。

更に、無回転ピストン安定化機構を発展させて、差!IlIJピストン微差圧計を開発し

た。これはダブルテーパ・シリンダによるピストン保持機構により可能になったも

のである。有効断面積は約 2cm 2であり、圧力範囲はo~ 8 kPaである。本試作圧

力言十により以下の成果を得た。

(7)ミリパスカル mPaオーダの微小圧力を計れるピストン式圧力計を初めて実

現した。これにより、 15mPaの分解能を達成した。これは従来のピストン式圧力

計の適用下限である 1Paの 2桁下の感度安定度である。

(8 )真空雰囲気で用いれば、絶対圧力(真空)測定も可能である。

( 9) この方式の圧力計は今後の微小圧力の標準穏として使われることが期待され

る。



..--
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第 4章 レーザ干渉式泊7 ノメータ川.山

4. 1 緒 言

近年、半導体産業などにおける製造伎術の高度化に伴って 1-数 100Paオーダ

の微小な圧力(微庄)の計測に対する要求が摺加しており、高度なものでは 1%の

測定精度を必要としている。この測定精度を確保するための微圧用標準器としては、

1%の数分の 1 (0.1 -0.3 %)の精度が必要である。具体的には、この微庄用標

準器には、 1mPa程度の分解能、 1000分の lの正確さ、 1Paから 1000Paまでの

測定範囲が必要になる。

従来、この圧力領減付近における日本の国家的な一次標準器は、計量研究所の光

波干渉式標準気圧計と電子技術総合研究所の模準7 クラウド真空計であるが、各々

微圧用標機器としては問題がある。光波干渉式標準気圧計は本論文の第 2章に述べ

てあるように水銀U字管式の気圧計で、水銀面の検出法に特長があり、水銀函を直

接の反射商とする白色光マイケノレソン干渉計によって液面を光の波長オーダの精度

で検出することが可能である川・川。これは、約 880mm(116 kPa)までの水銀の

液位差を:t2.1μm(0.28 Pa)の不確かさで測定することができる。また、標準マク

ラクド真空言十は、約 1000cm3の水銀溜を有する圧縮式の真空計であるが、 0.013Pa

から 0.3Paの圧力範闘を、約 2%の不確かさで測定でき、これより低い真空圧力の

計測標準として用いられている山。これらの精度と測定範囲を見ると、光波干渉式

気圧計は 1000Pa以上、標準マクラウド真空計は 0.3Pa以下の圧力範四での使用を

想定して造られたものであり、微圧領域の計i!lIJ標準としては不十分であることがわ

かる。

そこで、我々は標準器となり得る 0.01-0.1 %の精度、 1Pa - 1000 Paのd1IJ定範

囲を有する標i'(g圧力計の開発を計画した。これは真空用の納を作動流体とし、レー

ザ干渉計によって液函を検出する方式のものである。仮に打11の密度を 1glcm 3と仮

定すると、約 100mmの液位差を 0.01-0.1μmの紡度で測長しなければならない。

過去に、液面位位をレーザ干渉計で検出する方式の圧力百!としては大気圧川のもの

では C.R.TiJford川、 S].Bennett川、 S.FJacobsら川が知られている。微圧mの

ものではK.F.Poult町ら山の例が知られている。これらは何れも干妙、純計数方式を

採用しており、 Poult町のレーザ干渉計では、被而の検出精度が約 0.06μm、測定

範囲が 0.025- 0.5mm を実現している。我々の開発する圧力 ~I では、東に大きな

1∞mm程度の液位差をサプミクロン以下の精度でam定する技術が必要になる。こ

のため液位差測定装置としては、精密凱IJ長法として定評のあるレーザ・ヘテロダイ

- 78 -



可~

ン干渉法(10)・(11)を採用した。ヘテロダイン干渉法は従来の干渉縞計数法と異なり

高い安定度と分解能が得られるばかりでなく、変調周波数によっては数十 cm/sの

移動速度にも追従できるので、移動・振動する液商を直接の反射面とする測定には

有利である。また、今回試作したヘテロダイン干渉測長器の分解能は 2nmと非常

に高分解なので干渉言十本体及ひ・U字管部分の微小な変形や移動が無視できなくなる。

変形や移動の主な原因としては、温度変化に伴う熱膨張及び光学除振台の傾きが考

えられるが、これらを自動的に補償する構造として、 2組のU字管と各々のU字管

に対する干渉計を組み合わせたダブノレU字管・ダブル干渉計を考案した。

本研究は、この液位差の精密測定装置に関するもので、装置の測定原程、構成及

び測定精度の検討結果について述べる。

4. 2 液位差の測定原理

4. 2. 1 へテロダイン干渉法

図4-1に測定原理の概念図を示す。レーザヘテロダイン干渉計 (LH1) を液

面検出に適用している。光源の波長安定化 H←Ne績ゼー7 ンレーザ H 引から周波

数が f，、 f.と異なりかっその偏光面が直交する 2つの直線偏光光が射出される。

まず、光の一部を分離し、それを光検出擦に導く。検出される信号の強度 1Rは、

干渉する 2つ光の強度の振憶が等しいと仮定しそれらの合成仮幅を AR，位相を

申Rとすると、

1 R =A R [1 -cos{2π(f ，-f. )t +申 R } ] (4-1) 

と表され、これを基準となる参照ビート信号とする。一方の偏光ビームスプリッタ

に向かった光は、偏光方向に応じて透過光と反射光に分割され、各々泊面で反射し

再び偏光ビームスプリッタに戻る。戻った光は、その経路中で 1/4波長板の 2回の

透過と油面での反射によって偏光面が π!2I3d回転する。そこで、段初に偏光ビー

ムスプリッタで反射してU字管の左側の油田に向かった光は偏光ビームスプリッタ

を透過して光検出総へ、偏光ビームスプリッタを透過してU字管の右iJUIの油田に向

かった光は偏光ビームスプリッタで反射して光検出伐に向かう。検出される信号の

強度 11は、 2つの光の波長を λt、λ2、光路長を 1，、 1.とすると、

2π(21， ) 2π(212 ) 
11 = A 1 [1 -cos (2π(f，-f.)t一 一一一一一 + ーで一一一一 +申 dJ(1-2) 

λ1λ2  

と表され、これを干渉ビート信号とする。 ここで、

(4-1)式のゆ R及び (4-2)式のゆ Iは、光学素子の位i位協l係及び光路の屈折率に応じ
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変化するが、測定中には一定と仮定する。このため、参照ビート信号と干渉ビート

信号の位相差φは、干渉計の光路長のみに依存し、

φ2π(21.) 2π(21) ) 
=一一 一

λlλ2  
(4-3) 

となる。従って、液位差が零のときの位相差φoと液位差を設定した後の位相差φ皿

から求められる位相差の変化ムφは、光路長の変化ム 1.及びム 1>だけに依存し、

2π(2ム 1.) 2π(2ム1>)
ムφ=φ四一φ。=一 一一一一一一+一一一一一一

λ 1 λ 2  
(4-4) 

となる。ここで、ビート信号の周波数(f .-f 2) は約 2.1x 105Hzで光の周波

数約 5x 10 '4 Hz ~こ比べ充分小さいので、レーザの波長はλ=λ.=λ2 と見なせ

る。よってU字管の液位差hは、次式から計算される。

λ ムφ
h=一一一

2 2π 

ただし、 h=ーム 1.+ム1>

4. 2. 2 液位差測定の主な誤差

(4-5) 

干渉計のレーザ光は泊函に垂直に入射するよう制整される必要がある。干渉言十が

組み立てられた光学基仮は、 U字管と共に空気ぱね式除娠台の上に配置される。図

4-2のように、測定中に除振台が傾き、油商に対し光学基板が傾くと調整された

光l紬がずれ、誤差が生じる。この傾き 0による誤差 υ は、光路長を l、レーザの間

隔を d、液位差を hとすると、次式から計算される。

h ，. = (1.・-12')ー(1.ー12) = (ーーでー +d.tan 0 ) ーh= d 0 (4-6) 
cos ~ 

また、光学1li板の温度が変化すると熱膨張により IIIJl協 dがや11桁iする。光学法仮の然

I膨張係数を α、測定中の温度変化をム T、 とすると温度変化による誤差 ，Tは、

'T= dα ムT (4ー 7)

となる。以上の 2つの誤差f.，~ f. Tを総合した液位差誤差 Eは、次のように求めら

れる。

ε=， .+εT = d (臼ム T+ 0 ) (4-8) 
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Polarizing beam splitter 

図4-2 光学台の傾きによって生じる誤差



可，，--

ここで、この誤差を小さくするために、間隔dは最小に設計する必要がある。 し

かし、間隔 dによって制限される U字管の内径は、レーザの反射函となる U字管内

部の油面の中心部が平面で、油と U字管内壁の接触状態の変化による液位差測定の

誤差が生じないようにするため、買をノl、化に限界がある。以上の問題を考慮し、本装

置の間隔dは46mmに設計した。光学基仮が黄銅製でその熱膨張係数 αが約 2x

10 -， I"Cとすると、光学基板の温度変化 1"Cにつき約 1μmの誤差 εTが生じる。

4. 2. 3 液位差誤差の補償

前述の液{立差誤差を評価し補正することは困難なので、図 4-3に示すダブノレU

字管(13)とダブル干渉計によりこの誤差を補償する。ダブノレU字管は、紙面奥iJliJに

A、手前側にBの 2つのU字管を配置する。 2つのU字管は高圧倒と低圧側の向き

が左右反転し配管され、油面の移動方向が偏光ビームスプリッタから見て逆になる。

この 2つのU字管の液位差を別個の干渉計によって測定すると、測定結果 hA及びh

sは、真の液位差を h、 2つのU字管における誤差を， A、 εBとすると、

hA= h +εA、 h.=-h+，.

となり、真の液位差 hは、

h = ~h A ー h . )ー (εA-， . ) 
2 

(4-9) 

(4-10) 

と表される。ここで、 1)干渉計 Aと干渉計 Bの光学基板の温度が等しい、 2)光軸

Aと光軸 Bが平行、 3)U字管に入射するレーザ光の間隔 dAとd.i.I;等しい、の条

件を満足すれば、 (4-8)式から計算される誤差， Aとεaは等しくなる。このため、

誤差 εAと， .を評価しなくても測定値 hAとh.の差をとることにより誤差は補償さ

れ、其の液位差 hは測定値 hAとh.から、次式により与えられる。

hー (hA一h.) 
一 一

2 

4. 3 液位差測定装置

4. 3. 1 装置の概略

(4ー11)

試作した装位の概略を図 4-4に示す。 レーザ(初日分光社製、 STZL-1)は山

カが約 2mWで、その周波数は計量研究所のよう卦;安定化 He-Neレーザ(14)によ

る校正の結果、 5x 10 _，の再現性がli1H認された。レーザは半透鋭で 2分され、 2

つのU字管A及びBに向い、前tl而で反射した後、光検出探に導かれ、干渉ビート信

号が検出される。 2つの干渉ビート信号は、 2台の位相計によって別個に参照ピー
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ト信号の位相と比較しムφA及びムφBが測定され、液位差が求められるロ油面の振

動を減少させるために、干渉計は固有緩動数が公称1.2Hzの空気ばね式除仮台上

に配置しである。

4. 3. 2 ピート信号の検出と処理

干渉ビート信号の検出には、オベアンプが同一パッケージに組み込まれたシリコ

ンフォトダイオード(浜松ホトニクス社製、 S1406-06)を用いた。光検出探から

の信号は、 FET入力型 OPアンプによる多重帰還型のハイパスフィルタと明幅器

によって、電源と室内照明による雑音を除去した後、約 1Vp-pの信号に摺幅した。

参照ビー ト信号と干渉ビート信号の位相差は、電気信号の位相加IJ定法に従って、

2つの信号のゼロクロスの時間差6tと周期 tから求められる。本装置では液位差

を求めるために、 (4-4)式に示すように 2つの位相差φ。と φ固から、位相差の変化

ムφを計算する。ここでφmは、油面がレーザの半波長(約 0.3μm)移動する毎

に1周期分 (2π rad)位相を変化させるので、この周期l数の計数も必要となる。周

期数を表す盤数を nとすると位相差の変化Aφは

ムtm ムt0 

Aφ=φmー φ。=2π(n+一一一一一一一)
t図 t0 

(4-12) 

となる。との n、ム t及び tを測定する 2π 計数部、時間差測定部及び周期測定部

の3要素によって構成された位相計のプロック図を図 4-5に示す。

2冗計数部では、参照及び干渉ビート信号がパルス化回路に入力され、各々交流

電圧信号の立ち下がりが OVに達したときパルスが発生されるロパノレスは、 2つの

24ピットバイナリカウンタに入力 し計数され、この言十数結果がラッチメモリに収

納される。ラッチメ モリ に収納するタイミングは干渉ビート信号のパルスと計算機

のリクエスト信号によって制御され、 210kHz以上で高速に変化する結果を所定の

タイミングで取り込む。ラッチメモリの情報は計算機に送られ、 2つの言十数結果の

差から nが得られる。 このnの測定にアップ ・ダウンカウンタを用いない草II由は、

2つのパルスが同時に入力すると計数ミスが生じるためである。

11寺問差iJ1IJ;ij::部では、カウンタのゲートを制御するフ リップ・フロップ回路に参照

及び干渉ビート信号のパルスが入力 し、各ノξルスによってゲートのlJi/I~J がfHIJ íl1 1 され

る。ゲートが1mいている|川、法準パノレスがカウンタに入力され、この古|数紡米ム I

をラッチメモリに収納し百|鋭機に送る。

周期測定的では、参!日1ビート信号のパノレスによりゲートをIJllmし、ビート (，if}の

1周知!の1mにカウンタに入力された基準パルスを31・数する。百|数結集 tはラッチメ

モリに収納し、計算機に送られ、 位相差φ が言I.t):ーされる。位相~φ は、 ;!i~. に 1 JTi] !QI 

のパノレス数をもとに計算するので、1Ji司自ノξノレスの安定度は誤差にならない。基準パ
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ノレスは水晶発援器より出力され、周波数は約 37MHzである。 210kHzのビート信

号の 1周期の測定では約 176のパルスが計数され、長さに換算すると約 2nmに相

当する分解能が得られる。

2省の位相計の測定結果はパラレノレVOのインターフェイスを介し、 16ビット

計算機(EPSON社製、 PC-286X) に送られ、ここで処理される。結果のサンプ

リングは、静止時に数 Hzの周期で振動する油面並びに移動時の油函の位置を評価

するために、これより短周期で行うことが要求される。このため計算機はC言語に

よるプログラムで操作され、 2台の位相計の結果を 120Hzのサンプリング周期で

RAM上に記録できる。

4. 3. 3 ダブルU字管と作動液

ダブノレU字管はステンレス製 (SUS304)で、内面が研磨された内径 43mmのパイ

プを用い、液位差が 120mmまで測定できるように設計されている。上部の光学窓

は、直径 25mm、厚さ 5mmの平行平面ガラス板 (材料 BK7、平行度 2秒以内)

と0リングで圧力シールされている。

U字管作動液としては、化学的に安定で精度良く密度が得られる、蒸気圧が低い、

等の特性を条件に選定される。 この{也に、液面をレーザの反射面とするために、 j夜

面の振動を拘]えかっ圧力変化に対する応答性を損なわない適切な粘度である、光の

反射率が良い、等の特性も必要となる。作動液の粘度については、動粘度が 10、

l∞ 及び 1000mm 2 Isである 3稲類のシ リコン油を用い、これを反射面としたとき

の干渉信号の強度の変動を測定 した。この結果、 10 mm 2/sの場合は、 |徐仮台上で

も油商が乱れ干渉信号の連続首!IJ定は不可能であった。一方、 100 mm 2/sの場合は

除仮台上で、 1000mm 2/sの場合は除振台がなくても油商は安定し、干渉信号の連

続検出が可能であった。このため今回は、圧力変化に対する応答性を考慮し 100m 

m 2/sのシ リコ ン油をU字管作動液として、装置の性能評価実験を行った。

4. 3. 4 液位差誤差を補償する機構の調整

本装位はダブノレU字管により液位差誤差を補償するが、このために次の 3つの条

件を満足するように干渉計を椛成する必要がある。条件は、 1) 子 f少 ~I-A と干渉tfl・

8の光学基絞の温度が等しい、 2)光州IAと光'MIBが平行、 3)レーザ光のII:JII古d^ 

とdBが等しい、である。

1)については、光学基板と光学素子を発泡スチローノレ製のカバーで被い、さら

に熱源であるレーザヘッド、位相計及び計算機を除いた装低金{本をビニーノレシート

で困って、 温度が変化する室内空気から 2 重の|折需品を施 した。この結果、光学1_~絞

のAとBの部分の混度差は、使用したデジタルiffil度百lの検出限界である、 0.02"c 

以下になった。この温度差によるダブルU字管の液位差誤差は 0.01μm以下と考
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えられる。

2)は、偏光ビームスプリッタからのレーザ光を鉛直方向に曲げる鏡を外し、光

を水平方向に 7m延長してその両端で間隔を測り、 tan-1 (1 mm!7 m) radより良い

精度で平行にする。次に、鏡をセットし、鉛直方向に向かう光が油面に垂直に入射

するように鋭の向きを調整する。この調整のために干渉計とレーザヘッドを 3m

離して配置し、反射光の一部がヘッドに戻ることを利用し、

反射光が射出口に重なるように調整する。しかし、パックトークのため完全には一

致できないので、液位差誤差に影響の小さい紙面に直角の方向に、光の半径 2mm 

分ずらして、 tan-1 (0.5 mmβm)radの精度で調整した。この調整による 100mmの

液位差測定における誤差は約 0.001μmである。またこの調整は、直径 200mmの

シャーレ内の油函とダブノレU字管内の油面で行い、光学窓の平行度誤差による影響

が無視できることを確認した。

3)の調整は、 2)で脱若する鏡の位鐙を水平方向に微動して行う 。鏡の位置は、

反射菌としてダブルU字管の代わりに直径 130mmの平面鏡を位き、平面鏡を B{I頃

け、共通の 0で生じる (4-6)式の誤差 εMとεB'を測定し、これを等しくすること

で決定した。平面鏡の傾きが大きくなると光検出援に当たっているレーザ光がずれ、

干渉ビート信号が検出できなくなる。本装置では、この傾きの限界は水平から

:t 1.85 X 10 -3 radである。そこで、平面鏡を +1.75X 10 -， radから ー1.75X 10 -， 
radまで傾け、ここで生じる約 161μmの誤差 ε・を測定し、鏡の位置を調整した。

装置は、表 4-1に示すように誤差 εMと fB'の差が平均 0.007μmになるまで調

整された。

以上のように本装置は、レーザヘッドが干渉計から 3m綴れてセットされ、ま

た反射率の小さい油商からの干渉ビート信号の SN比を稼ぐため参照ビート信号は

ヘッド内で検出された信号を用いている。 この配置では、ヘ ッドから干渉計までの

光路中の屈折率が変動すると液位差誤差が生じる。 しかし、この誤差も 2つの干渉

計A及びBで同じ大きさに生じると考えられ、 2つの測定結果を差し引くことによ

って補償される。

4. 4 液位差測定装置の性能

4. 4. 1 ゼロ点の安定性

U字管は導通して差圧をゼロにすれば液位差がゼロになる。この状態で液{立差測

定結果の変化、言い桜えればマノメータのゼロ点の変化の測定を行い、誤差を布Ii{.ft

するダブノレU字管の安定度を評価した。この結果を図 4-6に示す。測定は 3日11:1

行われ、光学基仮の温度、 U字管A及びBのゼロ点を示す hAO及び h80とこれらか

ら計算されるダプノレU字管のゼロ点 h0を 1時間毎にプロットしてある。 h.0及び



、，戸

表4-1 光学台を約1.75x 10 -3 rad 傾けることによって

生じる干渉計AとBの出力とその差

No. Time 
Manometer A Manometer B eA' - eRl 

E.. μ日1 ε"μm μπ1 

15: 35 163.256 163.254 0.002 

2 15: 40 162.389 162.403 -0.014 

3 15: 45 161.370 161.375 -0.005 

15: 50 161.677 161. 687 -0.010 

5 15: 55 161.448 161. 474 -0.026 

6 16: 00 160.323 161.321 0.002 

7 16・05 160.326 160.316 0.010 

8 16: 10 161. 822 161. 832 -0.010 

9 16 : 15 162.771 162.776 -0.005 

10 16: 20 162.111 162.123 -0.012 

Mean -0.007 

Standard deviation (σ〉 0.010 
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h 80は 20秒間に測定 した 2400個のデータの平均値で、 h'0は hAOと重なってしま

うので +1μm分ずらしである。 3日の問に、光学基板の温度が 0.80C、 hAO及び

h 80は主に除仮台の傾きが原因で生じたと思われる誤差により約 10μm変化した。

しかし、ダプノレU字管のゼロ点 h0は、誤差が補償され安定し、その標準偏差は

0.01μmであった。 以上の結果から 4.3.4節で述べた装置の調整が、所要の精度で

行われたことが確認できた。

図4ー 7はU字管のゼロ点、すなわち油面の短期的な安定度を測定した結果で、 5

秒間に測定した 600個のデータを全てプロットしてある。A及びBのU字管のゼロ

点の変動の鍍幅は約 0.04μmと小さく、またAとBで仮幅と周期が等しいため、

ダブルU字管のゼロ点は更に安定した結果が得られ、標準偏差は 0.001μmであっ

た。

4. 4. 2 ゼロ点の履歴特性

ゼロ点の履歴特性を評価するために、 U字管に徐々に 1kPaまで差圧を加えて

100mmの液位差を設定し、再び差圧をゼロにしたときの液位差の戻りの測定を

行った。この結果を図 4-8に示す。U字管の液位差は、 360分間に 2回設定し、

各々約 10分間の操作時間で、油面が 25mm/minの速度で移動するようにハンドポ

ンプで加圧、減圧した。また、圧力を操作していない ときは、導通弁を開き差圧を

ゼロにした。この結果、油面を動かした直後には差圧がゼロになっても約+0.2μ 

m の液{立差が残っているが、時間と共に減少し約 90分後には油商を移動させる前

との差が 0.01μm以下になった。また、差圧ゼロ直後の+0.2μmの液位差及び

これから 30分間の液位差は不安定で規則性はないが、 40分以降は安定し再現性が

ある。 8回の実験の結果、 40分後には標準偏差 0.01μmで +0.05μmの液位差

が残っている。

差庄ゼロ直後に液{立差が残っている原因は、 U字管の内壁に付着した泊すなわち

壁面の塗れが関係していると思われる。泊面を移動させると、下向きに移動した似1)

では内壁に付着した泌が重力により綜ちて行く 。本来差圧がゼロであれば、 U字11
の2つ面は釣り合い、液位差はゼロになる。 しかし、本装位では彼而の移動:!il:が大

きいと、油の粘性が低抗になって而の平衡にHキI7nが必裂になった。1夜{立差を 50mm

に変えた実験の結果、差圧ゼロ直後の液位差は 0.03μmで、内1ii7nを移動させる而!

との差が 0.01μm以下になるのは 15分後であった。

以上の結果から本装位は、 i伎位差に応じdll)i:主に数日午川捌、かるが、図 4-6に示し

たように談低の安定性が 3 日r:n は保証されているので、液{立~illl) :;Eの村H主にはliE響

がない。
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表 4-2 液位差 100mmの計測時における測定不確かさ

Source Estimated value 
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4. 4. 3 液位差測定の不確かさ

これまでの結果をもとに、 100 mmの液位差測定の不確かさをまとめて表4-2

に示す。評価は、誤差を系統誤差と偶然誤差に分類して行った。 レーザ波長の誤差

は、ょう素安定化 H←Neレーザによる校正の結果である。屈折率の補正は、 U字

管内で異なる媒質を通過させて得た光学的長さを幾何学的長さに変換するもので、

パラメータとなる温度、圧力及びU字管内の光路長の決定精度から誤差が見積られ

た。量子化誤差は、位相差測定のデジタル化に伴う誤差で、位相官十の分解能の lカ

ウント分が誤差になる。安定性及び読み値の変動の要因は、実験で得た標準偏差を

2倍し信頼度 95%の誤差を求めた。以上の結果 100mmの液位差測定の不確かさは、

系統誤差の和と{同然誤差の 2乗和の平方根から 0.026μmと評価された。この液{立

差測定の不確かさにより、密度が 1000kg/m 3の真空用油をU字管作動液として用

いると、 1kPaの圧力が 0.3mPaの不確かさで測定できる。

4. 5 結言

1 kPaまでの圧力標準を確立するために、油マノメータの液位差を精密測定する

装置を開発した。装置は、 U字管の油面を反射面として干渉計を梢成し、へテロダ

イン干渉法により 100mmまでの液位差を 2nmの分解能でiJllJ定する。また、除仮

台のレベル変化や温度変化に起因する誤差を 2組のU字管と干渉計を組合せたダブ

ルU字管・ダブル干渉計によって補償する。

邸J粘度が 100mm 2/Sのシリコン油をU字管作動液として装置の性能評価を行い、

以下の結果が得られた。

( 1 )ゼロ点は安定し、 3日間の標準偏差が 0.01μm、 5秒間の標準偏差が 0.001

μmであった。

( 2) 25 mm/minの速度で油面を移動させても、油面をレーザの反射面としてそ

の位置が検出できる。

(3) 1kPaの差圧を導入し 100mmの絞位差を設定した直後には差圧がゼロでも

不規則に液位差が生じているが、 90分後に首IIITuを移動させる耐lとの差が 0.01μm

以下に戻る。

(4) 100 mmの液位差別l定の不liIo，;'さは 0.026μmである。
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第 5章 遠心力を利用した一定微小差圧発生装置川.(2) 

5. 1 緒言

忌近の圧力計測器の高精度化には目覚ましいものがある。特に、半導体工業、流

体輸送産業等の分野で、流体計測 ・制御技術の精密化、高精度化が進んでいる。 こ

れらの分野の圧力計測に対する要求の一つに 1000Pa以下の微小な圧力の計測が挙

げられる。 この範囲の圧力は、従来余り利用されることが多くなかったが、半導体

産業における反応ガス制御、空調設備や低損失流路の流量計測 ・布IJ御などの分野で

要求が唱えてきている。そのために各種圧力計測器の精度が良くなり、それに従っ

てその圧力計を校正する作業標準認及びその上に位置する標準擦に要求される精度

も良くなってきている。その要求精度は良い場合には 0.1%以下が要求されている。

微小差圧力の精密測定における問題点は、精度の高い微圧標準の確保の困難さと同

時に、安定な微小差圧を発生させること自身が難しいということも挙げられる。そ

のため、圧力計の校正作業そのものに技術的困難がある。

そこで、これらの要求に応えるべく安定な微ノj、圧力を発生する装置を開発した。

これは、原理として回転遠心力を利用するもので、回転体とともに回る圧力媒体自

身が遠心加速度で外側に加圧され、差圧力が得られる。回転速度を精密に制御する

ことにより安定な差圧力が得られるはずである。差圧力 1~ 1000 Paを 0.1%の安

定度で発生することを目僚と して設計 ・試作したが、如何に理論に近い条件を実現

できるかが課題となる。性能試験を行って満足すべき結果を得た。

5. 2 差圧発生原理

差圧の発生には、回転ihl心力の原理を応用 し問 、放射状に流路を設けたロータの

回転によって差圧力を発生 ・制御するものである。その原理を図 5ー 1によって説

明する。回転体と一緒に流体が回転すると流体は自身のi'i":ii];によってihl心力を受け

回転中心から外側に向かつてjm圧される。そのjJ日圧力 (dp/dr>O)は回4ほと|土径 r、

回転角速度ωと流体の密度 ρで決まり、

(dp/dr) =ρr曲 2となるはずである。例えば図 5-1の係にディスタ状のロ

ータに放射状に流路が設けであると、ディスクの回転に従って流路内の流体は述心

力を受ける。気体の湯合、密度は圧力 pとi&l.JJ!'Tの!日l数であり、次式 (5-1)で表さ

れる。
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ρ=p.m/RT=p.c (5-1) 

ここで、 mは気体の分子量(空気;m = 0.028 96 kglmol )、 Rは気体定数 (R= 
8.314 51 J1moVK)である。 cは気体密度係数、つまり、単位圧力当りの密度(25 "c、

1気圧の空気で c = 1.1688・lO-'s'/m') と言うべきものである。流路方向に流

れが無く温度が一定とすると、ロータ中心部の圧力 PL と周縁部の圧力 PHの問に

は差圧力d.p = P H - P L [Pa]が発生し、ロータの回転速度ω[rad!s]との間に次式

の関係が成り立つ。

P H /  P L = exp[ c・曲2 (R'-r')/2] (5-2) 

または、

d. p = P L {exp[ C ・曲 2・(R '-r ') / 2 ]-1 } 

=PH {1一回p[ー c ・ω2・(R 2 -r 2 ) / 2 ] } (5-3) 

ここで、 Rとrは夫均ロータの外半径と内半径である。この式を見て解ることは、

Rに比べて rが小さければ発生差圧力は、ロータの外周の速度 V a= Rω の自乗の

指数に比例して変化することである。更に、気体密度係数 cについて分子運動論的

にみると、.f2Teは最頻気体分子運動速度 V m (25 OC 1気圧の空気で約 V m = 413. 

66 m/s) に一致する川から、ロータ内径部の速度を V r = rω として、式 (5-2)は

次のように書き換えられる。

PH/P L=回 p[ (V a/ V m) 2ー (V，/Vm) '] (5-4) 

5. 3 差圧発生装置の概要

原Jill式 (5-4)をみると、安定した努生圧力を得るためには、回伝{本に付随する運

動以外の流体の運動の排除、回転{本流路内における流体温度の一定性、回転体(回

転流体)の周縁半径の確定、等が重要なことが解る。これらのことを考応して、装

位の設計・試作を行った。差圧発生装i位の本体部分のもI't造を図 5-2に、ロータと

ステータを分解したところの外観を図 5-3に、全体の椛成を図 5-4に示す。

( 1 )ロータ部 ロータは厚さ 22mm、外径 300mmゅのディスクに中心柄Iiをも

った独楽の織な形状をしている。ディスク部の中には何 2~4 mm、深さ 4mmの

流路が放射状に等間隔で 2段偶成(中心部で 30皮11111肉、周縁部で 7.5皮間隔)で

設けられている。ロータの 1~1iは両端のボールベアリングでステータ内に保持される。

外部とのシールは回転軸の両先端部で行われる。中心軸の一方には内径 10mmゅ
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図 5-2 試作した装lu本体11刊の桃造
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図 5-3 試作装[丘のロータとステータを分解した写!~
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A:発生装位本体制l、B : ild:流サーボモー夕、

C:モータ用 NCiltlHMJ装也、

0:ロータ回転測定用カウン夕、

E サーミスタi:;;t皮センサ、

F : 恒 it;;t水侃5;t装 i位、 G: 圧力 ~ I・

[-[:水銀フアノレタン型気圧訓 。
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の圧力導入孔があけてあり、他方には回転駆動用の底流サーボ・モータ が直接取 り

付けられている。

(2 )ステータ部 ステータには圧力測定用とロータ収納用のチャンパがある。圧

力測定用のチャンパ内には旋回流を防ぐための仕切り板が放射状に 29枚配置しで

あり、幅 1mmの隙聞を介してロータ周縁部と通じている。 ロータ収納用チャンパ

にはロータの温度を一定にするための熱交換用チュープが配置しであり、外部から

供給される一定混度の水が循環するようになっている。また、サー ミスタ iffit度計の

ための測定干しが周縁部と中心軸内に設けてある。

( 3)モータ部 回転駆動用の直流サーボ ・モータの回転速度はモータ駒lJに取り 付

けたレゾルバの出力を周波数カウンターで取り込むことにより計測する。 レゾノレパ

の出力は同時にNCコントローラによってフィードバック制御される。モーターの

回転速度は 1rpmから 3000rpmの範囲で任意に設定可能である。これは理論式に

したがうと、常温常圧時の空気または釜素に対して 0.15mPaから 1322Paの発生

圧力に相当する。

(4 )温度計測・制御部 温度計測は、分解能 0.01"cのサーミスタ混度計を校正

して使用した。一定温水を供給する電子値j昆循環装置には温度リップノレ0.05"c以

下の小松エレクトロニクス社製 model:CTE/CTR-240を用いた。

(5 )気圧 ・差圧計測部 発生圧力を測定するために高分解能の隔膜型静電容量式

差圧計 [MKS社製パラトロン model:2708.β98H-SP05 Jを用いた。 これは、測定

レンジ 1300 Pa( 10 Torr)で分解能、再現性が 0.01%のものであるが、 100Pa以上

の範聞については、測定前に校正 した。その校正精度は、約 0.5Paである。また、

大気圧力を計測するためにフォノレタン型気圧計を、更に大気圧に対する本体内庄カ

を求めるために差圧計を配置 した。

5. 4 実験結果

差圧計によって実測した発生圧力と式 (5-4)による理論計算との関係を図 5-5 

に示す。両者はかなり良い一致を示しているが、理論r.t-fi:fl立に比べて発生圧力fl古の

方が常に小さく、偏差は 3000rpmのH寺、 l政大(約 2.5%)であった。里Jl論(直に対

する実測値の偏差の特性を図 5-6に示す。 0%からー2.5%のf<LiUllで傾斜tに変化

している。 この関係の再現性は良く、この装i世間有の特性と考えられる。変化の明

石IJlな原因は不明であるが、ローグ周縁日刊における抗体の流れに変化が生じているも

のと思われる。

発生装位として重要な性能は発生圧力の安定IJtである。そこで、この主主i位の性能

をロータの回転速度と発生圧力の安定度によって表すと図 5-7の阪になる。 ロー

タの回転数の安定度は 10rpmでは約 0.1%、 100 rpmで約 0.01%と回転数が閉す
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に連れて良くなり、 3000rpmでは 0.001%以下となった。発生圧力の安定度につ

いては、 13 mPa( 10 rpm)で 10%、 1.3Pa(100 rpm)で 0.1%と回転数の安定度と同

様に回転速度が増すにつれて良くなり、 1300Pa( 3000 rpm)では 0.01%以下となっ

た。図 4ー7を見ると発生圧力の安定度の下限は 1mPaであるが、これは差圧計

のノイズレベル約 1mPaに相当する。

発生圧力の下限を参考のため図 5-8に示す。これは、約 6分おきに回転数を

1 rpmづっ 0から 10rpmまで変化させて、差圧計の出力をレコーダに記録させたも

のである。ノイズレベル以下のことははっきりしないが 1mPaオーダの感度、分

解能で差圧が発生していることが確認できる。

5. 5 結言

本微差圧発生装置によって数 mPaから 1300Paの範囲で安定した微小差圧が発

生できることが確かめられた。特に、 1Pa以下の微小差圧領成での安定な圧力発

生は本装置によって初めて容易に実現できる様になった。

本装置はプロトタイプとして研究室用として試作したものであるから、約 100kg

と重くて持ち運びに向かず、操作性も良くないが、今後、改良を加えコンパクトに

できれば、微差圧計調l器用の簡便な校正装置として有望ではないかと考える。試作

装置において大きな問題は、シール部の摩僚熱による温度上昇であったが、回転数

が小さいほど発熱量は減り、 1000rpm以下では影響は無視しえる。いずれにしろ

本装置においては熱制御及び温度の測定評価は重要である。

以下に結果をまとめる。

( 1 )発生圧力の安定度は、 1Pa以上の圧力でで 0.1%以下の高安定度を得た。 l

Pa以下の圧力ではそニタ圧力計の分解能の加減 1mPa以下の安定度であった。

(2 )理論式より計算した値とと実測値との偏差は、 0からー2.5%の問で変化し

たが、回転数によって偏差に再現性があり、再現性は、回転速度 100rpm以上で

0.1 % - 0.01 %であった。

(3) 2000 rpm以上の高回転域では、シール部分から発生する熱の影響があり、

本体の温度の均一性が保証されなくなってくるが。ロータの淑度を正しく評{illiする

ことで補正が可能である。

(4 )本装位は、小型化すれば、微差圧計測結unのftTraな校正装l位として使川でき

る。
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第 6章結論

各種先端分野で、微小圧力や真空技術が広く応用されるのに{半い、当該領峻の圧力

の精密計測技術及び計測標準の重要性が唱している。特に、最近の半導体製造技術及

び省エネルギー技術の急激な高度化によって必要精度が従来と比して絡段に高く なっ

てきている。この動きは、大気圧力以下の 1Pa付近から 1000Paにわたる微小圧力

領滅で顕著である。大気圧以上の圧力計測技術は比較的に充実しており、従来からあ

らゆる産業技術分野で重要な役割を果たしてきたが、 1000Pa以下の微小圧力領峻に

限って見れば、計調l諜準と呼べるものは従来無かった。また、関連する計測技術も未

だ未熟な段階にあり、産業界の強い要請に充分な対応がとれないでいる。微小圧力計

測における基礎技術及び計測標準の開発が早急に求められている。

本研究では、このような背景の下に大気圧以下の圧力計測標準及び関連する計測技

術を開発したものである。特徴を以下に記す。

大気圧付近(120 kPa)から約 1kPaまでの圧力計測標準である光波干渉式標準圧

力計を新たに開発し、従来のものと比べて絡段に高機能 ・高精度化を実現した。 ま

た、従来ピストン式圧力計は機構的な制約から数 kPa以上の圧力計測しかできなか

ったが、筆者の考案した無回転ピストン安定化機併を用いて差動ピストン式圧力計を

新たに開発し、これがミリパスカルオーダの微小圧力の計測にも適用できることを示

した。 更に、液柱型のマノメータで微小圧力測定を可能にするために、 He-Neレ

ーザのヘテロダイン変調干渉計をU字管の液面検出に適用した。この研究では、ダブ

ルU字管・ダプノレ干渉計によりレーザ干渉式油7 ノメータを新たに開発し、サプミリ

パスカル・オーダの測定精度を得た。 一方、微小差圧計測の要素妓術として、 一定

の微小差圧を安定して発生する装置を考案し、開発試作した。性能試験によりミリパ

スカル以下の安定度を有することを確認した。

以下に各主主において明らかとなった諸点をまとめ、本研究の結論とする。

第 lt;'iでは、本研究の目的とその背景・意義を明らかにするとともに、産業界にお

ける圧力計測に対する要求、計測技術の実体、圧力計測標準の現状、から問題点を概

観した。

第 2章では、光波干渉式標司自気圧計の 3号機を試作・開発した。これは、従来ある

2号機の持つ欠点及び問題点を解決し、機能・精度とも大怖に改善することに成功し

たものである。主たる特徴について以下に記す。
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(1 )旧僚準圧力計(lSB-2)の 100kPaにおける計iJlIJ不確かさが、 0.73Paであっ

たところを、新標準圧力計 (ISB-3)では、 0.28Paと半減させることに成功した。

( 2) 屈折率の補償機構により、光波干渉を用いながら屈折率の補正を必要無し、もの

とすることに成功した。この機構の適用は、 U字管圧力計では世界的に初めての試み

であり、光波及びレーザ干渉式のU字管圧力計の高精度化に対する有力な提案である。

この機構により、水銀に対して不活性な気体であれば任意のものを媒体として使用す

ることが出来るようになった。

( 3)測長部にレーザ干渉測長器を用いて、その光軸を水銀函検出用のマイケノレソン

干渉計の光軸と同一にすることにより、 illlJ長誤差を最小限のものとすることができた。

(4)温度計測、 n空排気等の周辺技術を改善することにより、容易に高精度を実現

できるようにした。

( 5)国際度量衡委員会の主催する国際比較に参加し、 100kPa絶対圧力の計測で主

要先進国との偏差 2~3ppm 以内という、満足すべき結果を得た。

第 3iiiでは、ピストン・シリンダの隙問にテーパ状の傾斜分布を持たせることによ

り安定効果を得る無回転安定化機構を考案し、そのシングル・テーパ ・シリンダを適

用した無回転ピストン式重錘形圧力計を試作開発した。試作圧力計により以下の結果

を得た。

(1 )回転に伴う外カが無いので 1ppm以下のオーダまで発生圧力が安定している。

( 2) 回転に起因する系統誤差、例えば発熱や対流による誤差などが発生 しない。

( 3) 回転させるための複雑な機構がいらないので、特に重錘量が大きい場合、重鋒

懸架部の設計・製作が容易である。

(4) ピストン・シリング間の隙間の流れが単純になるため有効断面積の評価などの

理論的解析が容易になる。

( 5)安定化カは差圧に比例するので重錘量を明やしてもピストンの姿勢に変化がな

く、高圧領域でも安定化原理は有効である。

( 6) この無回転安定化機併は、これ以外の圧力領岐に対しても適用可能であり、特

に高圧力領域においては、重錘!¥¥!¥架方式の訟言十に大きな手IJ点がある。

更に、無回転ピストン安定化機怖を発展させて、差ifihピストン微差圧吉|をIJfj発した。

これはダブノレテーパ・シリンダによるピストン保持機怖により可能になったものであ

る。有効断面積は約 2cm 2であり、圧力純聞はo~ 7 kPaである。本試作圧力引によ

り以下の成果を得た。

(7) mPaオーダの微小圧力を百|れるピストン式圧力引を初めて実現した。これに

より、 15 mPaの分解能を達成 した。これは従来のピストン式圧力百!の適用下限であ

る 1Paの 2桁下の感度安定度である。
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(8 )真空雰囲気で用いれば、絶対圧力(真空)測定も可能である。

(9 )この方式の圧力計は今後の微小圧力の標準器として使われることが期待される。

第 4章では、 1 kPaまでの圧力標準を確立するために、油マノメータの液位差を

精密測定する装置を開発した。装置は、 U字管の油商を反射面として干渉計を構成し、

ヘテロダイン干渉法により 100mmまでの液位差を 2nmの分解能で測定する。また、

除娠台のレベル変化や温度変化に起因する誤差を 2組のU字管と干渉計を組合せたダ

プノレU字管 ・ダブル干渉計によって補償する。

動粘度が 100mm 2/Sのシリコン油をU字管作動液として装置の性能評価を行い、

以下の結果が得られた。

(1 )ゼロ点は安定し、 3日間の標準偏差が 0.01μm、 5秒間の標準偏差が 0.001

μmであった。

( 2) 25 mm/minの速度で油面を移動させても、油商をレーザの反射面としてその

位置が検出できる。

(3) 1kPaの差圧を導入し 100mmの液位差を設定した直後には差圧がゼロでも不

規則に液位差が生じているが、 90分後に油函を移動させる前との差が 0.01μm以下

に戻る。

(4) 100 mmの液位差測定の不確かさは 0.026μmである。

第 5:1世では、回転遠心力によって一定差圧を発生する装置を考案 し、開発試作した。

本微差圧発生装置によって数mPaから 1300Paの範囲で安定した微小差圧が発生で

きることが確かめられた。特に、 1Pa以下の微小差圧領域での安定な圧力発生は本装

置によって初めて容易に実現できる様になった。

(1 )発生圧力の安定度は、 1Pa以上の圧力でで 0.1%以下の高安定度を得た。

1 Pa以下の圧力ではモニタ圧力計の分解能の下限である 1mPa以下の安定度であ

った。

( 2)理論式より計算した値とと実測値との偏差は、 0からー2.5%の聞で変化した

が、回転数によって偏差に再現性があり、再現性は、 100rpm以上で 0.1% ~ 0.01 % 

であった。

(3) 2000 rpm以上の高回転域では、シーノレ部分から発生する熱の終結3があり、本

体の温度の均一性が保証されなくなるが。ロータの温度を正しく評価することで補正

が可能である。

(4 )本主主位は、小型化すれば、微差圧計測総用の附使な校正装位として{lI!平11に使用

できる。
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